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論 文 要 旨 

 

万一の衝突事故時に，乗客や乗務員の被害を軽減する車体構造は，鉄道の安

全対策として重要であるが，車両の衝突安全性に関する設計基準がない我が国

においては，早急に設計基準策定に向けた検討を始めることが必要である．欧

米では，車体の衝撃減速度が評価指標として採用されているが，欧州では平均

減速度を指標としているのに対し，米国では最大減速度と乗客の前席への衝突

速度（Secondary Impact Velocity，SIV）を指標としていて，衝撃減速度波形

の処理方法は統一されていない．そこで本研究では，乗客傷害値を判断基準と

して欧米の評価結果の妥当性を検証すること，さらには，欧米の指標よりも，

乗客被害度とより相関が高い評価指標を見いだすことを目的とする． 

まず，我が国の踏切衝突事故の実状を把握するために，過去 30 年間に発生

した主要な踏切事故などについて統計調査した．次に，有限要素法による数値

解析の精度向上のために，実物大の部分車体構造を剛体壁に衝突させる衝突試

験，および回転リクライニングシートに着座した乗客（ダミー人形）を前席の

背面に衝突させるスレッド試験を実施した．さらに，それぞれの試験を模擬し

た FEM 解析を実施し，試験結果と解析結果を比較検証することで，十分な解

析精度で評価できる列車衝突解析および衝突時の乗客挙動解析手法を確立した． 

我が国の主要な踏切事故の統計調査を基に，列車とダンプカーとの様々な衝

突条件を設定し，衝突速度や衝突対象物および相互の相対位置などの各条件を

変化させて，踏切事故を模擬した列車衝突解析を実施した．解析で得られた車

体の衝撃減速度波形について，平均減速度，最大減速度および SIV の 3 指標で

客室内の安全性を評価するとともに，乗客挙動解析により，ダミー人形の傷害

値を算出して比較検証した．その結果，SIV による評価が最も適していること

が明らかになった．さらに，ダミー傷害値とより相関が高い評価指標を検討し

た結果，車体の減速度の 2 回積分値がシートピッチから決まる値となる時刻ま

でを積分時間とした場合の車体減速度の積分値が最も良く，我が国での衝突安

全性に関する評価指標として最適であった．しかしながら，世界共通化を念頭

におくと，欧州基準と同等の評価時間での減速度の積分値や平均減速度も比較

的高い相関があることから，これらも評価指標の候補となりうることを示した． 

今後，我が国においても，鉄道車両に関する衝突安全性評価法の規定が必要

と考えられ，そのためには，関係省庁を初め鉄道事業者や車両製造会社など多

くの関係者による，様々な視点からの議論が必要となる．その際，乗客傷害度

を指標として車両の衝突安全性評価法を提示した本研究の成果が，極めて重要

な知見になると考えられる． 
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1 

 

 

第 1 章 序 論 

1.1 緒言 

 

鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に乗客や乗務員の被害を軽減する

車体構造は重要である．鉄道車体の強度設計における荷重条件や評価方法は，

JIS 規格（日本規格協会，2018）に定められている．しかしながら，我が国に

おいて，鉄道車両の車体構造の設計基準は衝突事故を想定しておらず，衝突条

件や車両の衝突安全性を評価するための指標が明示されていない（宇治田，

2010）．一方，欧州や米国では，車両の衝突安全性に関する設計基準があるが，

それぞれの国の鉄道システムや過去の事故事例などに基づいて設定されている

ため，それらの内容は異なる．衝突シナリオについては，衝突対象物や衝突速

度が異なり，各衝突シナリオに基づいて，シミュレーションなどにより車両を

衝突させた際に，車内の安全性を評価する指標の一つとして，車体に発生する

衝撃減速度波形を用いているが，欧州では衝撃減速度の平均値（CEN，2010）

を指標としているのに対し，米国では衝撃減速度の最大値（FRA，2011）を指

標としている．米国においては，座席に座った乗客が前席のシートバックに衝

突する速度も指標としており，それぞれの指標に限度値を設定している． 

前述の通り，我が国においては，未だ衝突条件や車両の衝突安全性評価指標

などは明示されていないが，一部の鉄道事業者では，過去の踏切事故事例など

を考慮した独自の設計手法が検討されている．例えば東日本旅客鉄道（株）で

は，ダンプカーと衝突速度 60km/h で衝突する条件を衝突シナリオとし，運転

士のサバイバルゾーンの確保，衝撃加速度の大きさを一定値以下，客室部に過

大な変形がないことの 3 つの安全性評価基準を設け，先頭車の衝撃吸収構造を

検討している（畑，大野，2003）．このように，各事業者の実情に合わせて，衝

突事故時の安全性を高めることは重要であるが，一方で，世界的なシェアを持

つ欧州の車両メーカなどが中心となって，将来的に欧州規格が ISO などの国際

規格化される可能性も考えられる（宇治田，2010）．そのため，我が国における

車両の衝突安全性に関する設計基準を検討し，統一的な見解を準備することは

極めて重要である． 

我が国における車両の衝突安全性に関する設計基準を検討する際には，実績

のある海外の基準を参考とすることは効率的であると考えられるが，我が国の

事情を考慮することも必要である．我が国固有の事情として，新幹線と在来線
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があり，新幹線については，乗客が負傷に至る衝突事故は皆無である．在来線

についても，優れた信号や保安設備により，列車同士の衝突事故は希であり，

これら設備の全国規模での導入や改良などが進めば，さらに事故を減らすこと

が可能となる．一方，踏切での自動車などとの衝突事故は，例えば高速走行時

に直前で横断する場合，列車が減速する時間がなく，未然に防ぐことが非常に

困難であり，検討すべき優先度の高い事故状況である． 

踏切事故の統計的な調査として，1970 年代から 1980 年代の 10 年間におけ

る日本国有鉄道で発生した踏切事故を対象に，負傷者数，破損車両数，推定衝

突速度等を調査した例（小美濃他，1997）がある．しかしながら，過去数十年

でのステンレス鋼製車両やアルミニウム合金製車両の普及および前頭部への衝

撃吸収構造の採用など，鉄道車両の車体構造に変化がみられることから，調査

対象を直近の踏切事故とする必要がある．また，筆者らは，国が定める鉄道重

大事故(列車乗員および公衆の死傷者数が 10 名以上，または脱線両数 10 両以

上の鉄道事故) （国土交通省鉄道局，2009）のうち，1987～2010 年度に踏切に

おいて発生した 34 件の鉄道重大事故に対して推定衝突速度および衝突対象を

整理した（沖野他，2012）．しかしながら，鉄道車両の衝突安全性を検討するた

めに，我が国の衝突事故の実状を把握することを目的とする場合，列車の乗客

の死傷者数が重要であるが，鉄道重大事故は公衆の死傷者数をも含むため，列

車乗員の死傷者数のみを基準として，改めて踏切事故の統計を整理する必要が

ある． 

踏切事故時において，乗客が負傷する状況は図 1.1 に示すように，まず，列

車が自動車などの障害物と衝突（1 次衝突）し，これにより車体に衝撃減速度

が発生する．この時，乗客が慣性力により進行方向に投げ出され，内装品と衝

突（2 次衝突）して負傷する．このことから，乗客の負傷の程度と車体に発生

した衝撃減速度とは相関がある可能性が考えられ，車両の衝突安全性を評価す

る指標として，車体の衝撃減速度を採用することは妥当であり，前述の通り，

実際に欧米の規格に採用されている． 

欧米の規格では，車内の安全性を評価する指標の一つとして，車体に発生す

る衝撃減速度波形を用いており，欧州では衝撃減速度の平均値を指標としてい

るのに対し，米国では衝撃減速度の最大値を指標としていて，衝撃減速度波形

の処理方法は統一されていない．図 1.1 に示すように，車体の衝撃減速度と乗

客の傷害度に相関があるとすれば，乗客の傷害値を判断基準として欧米の評価

結果の妥当性を検証することが可能になり，さらには，欧米の指標よりも，乗

客の被害度とより相関が高い評価指標を見いだせる可能性も考えられる． 
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Fig .  1 .1  Si tua t ion  o f  l eve l -c ross ing  acc iden t .  

 

 

 

 

図 1.2 に示すように，本研究では，まず，我が国の踏切事故状況に即した様々

な衝突条件で列車衝突解析を実施して，列車車体の衝撃減速度波形を算出する．

次に，得られた多数の車体減速度波形から欧米の規格に準じて安全性を評価す

るとともに，2 次衝突時の乗客を模擬したダミー人形の傷害値を数値解析で求

める．最後に，この傷害値を判断基準として欧米の評価結果の妥当性を検証し，

さらには，欧米の指標よりも，乗客の被害度との相関が高い評価指標を検討す

る．これらの検証結果は，我が国における車両の衝突安全性に関する設計基準

の設定に資する重要な知見になると考えられる． 
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Fig .  1 .2  Eva lua t ion  method  o f  th i s  s tud y.  

 

 

次節以降では，図 1.2 で示した本研究の評価手法における各段階で用いる解

析手法について述べる． 

 

 

1.2 列車衝突 FEM 解析の解析精度 

 

衝突事故時の安全性に優れた車体構造を設計する場合，実車による衝突試験

を繰り返し実施することは，現実的ではない．そのため，数値解析による衝突

安全性評価が有効であるが，その解析精度の確保には格段の注意を払わなけれ

ばならない．欧州や米国では，実物大の衝突試験や数値解析が行われ，それら

の結果が比較検討されている（Scholes et al., 1993）（Lewis et al., 1996）

（Jacobsen et al., 2016）（Warnt et al., 2017）．また，我が国においても，衝

突試験と数値解析を実施した例として，2 両編成を線路上で走行させ，剛体と

みなせる車両に衝突速度 30km/h で衝突させる条件（宇治田他，1999），先頭

車両一両を線路上で走行させ，剛体壁に衝突速度 27km/h で衝突させる条件（丸

中他，2002），縮小した先頭車の先頭部部分車体を走行台車に取付けて走行さ

せ，剛体壁に 45km/h で衝突させる条件（畑，大野，2003），ステンレス鋼製車
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体構造の中間車の実物大部分車体の側面に，剛体板を落錘させて 36km/h で衝

突させる条件（沖野，宇治田，2011）およびアルミ合金製車体構造の中間車を

線路上で走行させ，剛体壁に 43km/h で衝突させる条件（濱島他，2015）など

があり，静的圧壊試験と数値解析を実施した例として，先頭車の先頭部部分車

体（鹿島他，2004），アルミ合金製車体構造の車端部の実物大部分車体（川崎

他，2008）（木村他，2012）などを試験体とした報告がある．しかしながら，

日本の設計基準で作られた実物大の先頭車車体構造の衝撃破壊挙動に関する研

究はほとんど認められず，衝突時の先頭車の変形挙動や衝撃圧縮荷重-変形量特

性などの基礎的なデータすら，十分には得られていないのが現状である． 

本研究では，踏切事故を模擬した列車衝突解析を実施するが，数値解析の解

析精度を確保するための実物大の衝突試験を実施する場合，本来の事故状況に

近い条件として，車両一両を線路上で走行させ，自動車に衝突させる試験条件

が考えられる．しかしながら，列車モデルと自動車モデルの両方の解析精度が

求められ，精度の検証が複雑になることが予想される．そのため，先行研究に

倣って，剛体壁への衝突により，列車モデルの精度検証を優先する．また，先

頭車両一両を線路上で走行させる条件は，試験規模が大きくなること，および

欧州規格において，衝突解析の大変形部分における解析精度が求められている

こと（CEN，2010）を考慮して，図 1.3 に示すように，畑らが実施した部分車

体を走行台車に取付けて走行させる方法を参考として，衝突試験を実施すると

ともに，衝突試験を模擬した FEM 解析を実施することとした． 

 

 

 

Fig .  1 .3  Spec imen  of  co l l i s ion  tes t  (Hata  and  Oono,  2003) .  

 

 

 



6 

1.3 踏切事故解析と安全性評価 

 

数値解析を用いた鉄道車両の衝突安全性に関する研究については，欧米にお

いて多くの報告があり（Lupton and Bounds, 2006）（Xue et al., 2016）（Tyrell 

et al., 1998），踏切事故を対象とした，車両の衝突安全性に関する報告も多数

認められる（Roure et al., 2001）（Ling et al., 2016）（Starlinger et al., 2019）．

また，Llana らは米国基準に準拠して設計された車体構造に対して，米国基準

および欧州基準で規定された図 1.4 に示す踏切事故を想定した衝突シナリオに

基づいて数値解析を実施し，それぞれの基準で衝突安全性を評価し，車体の変

形量と吸収エネルギに着目して，解析結果を比較検討した（Llana, 2009）． 

 

 

Fig .  1 .4  Grade -cross ing  co l l i s ion  scenar io  (Llana  e t  a l . ,  2001) .  

 

 

我が国においても，実際に発生したある踏切事故について，19.9 トンのダン

プトラックに 103km/h で衝突する事故条件を設定し，FEM 解析による踏切事

故状況を検証した報告（田口他，2015）があり，欧州基準に準拠した平均減速

度や米国基準に準拠した最大減速度の評価が行われ，異なる評価結果となるこ

とが示されている．しかしながら，我が国の踏切事故状況に即した様々な衝突

条件で，欧州基準に準拠した平均減速度（CEN, 2010），米国基準に準拠した最

大減速度および前席への衝突速度（FRA, 2011）を評価した研究はない．それ

故，これらの指標による評価結果を比較検討して，踏切事故における乗客の安

全性に影響を及ぼす因子を検討することは，我が国における衝突シナリオや評

価指標の設定に資する重要な知見になると考えられる． 
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1.4 列車乗客の傷害度評価 

 

鉄道車両が大型自動車などと衝突（1 次衝突）した場合，客室内では衝撃加

速度によって乗客が進行方向に投げ出され，内装品と衝突（2 次衝突）して負

傷する可能性がある．この時の乗客の挙動や負傷する箇所，負傷の程度を検討

することは，乗客の安全性向上の観点から極めて重要である．一方，実際の衝

突を検討する場合，客室内には様々な内装品があり，乗客の姿勢も様々である

ため，多くの状況が考えられる．内装品のうち乗客用のシートに関しては，旅

客用腰掛に関する日本工業規格（日本規格協会，2015）があるが，強度に関し

ては，利用時に発生する力に対する静的強度試験方法の規定と，2 次衝突対策

としては，けがの原因となる可能性のある箇所を丸くすることや，緩衝材を付

けることの記述に留まっている．そのため，衝突事故時において，乗客が 2 次

衝突により負傷する箇所やその程度など，具体的な被害状況や負傷原因を明確

にすることは意味あることと考える． 

2 次衝突時の乗客被害を検証する方法として，乗客を模擬した人体ダミー人

形とシートなどの内装品をスレッド（土台）上に設置し，スレッドに衝撃加速

度を負荷するスレッド試験がある．スレッド試験はシートの塑性変形や破損を

伴い，多数の試験を実施するには多大なコストを必要とする．また，ダミー人

形およびシートが相互に影響を及ぼすため，これらの衝撃挙動の詳細を把握す

ることは困難である．一方，数値解析による検証は，多くのケーススタディが

実施可能であり，さらには詳細な情報が得られ，試験結果をより深く検証でき

る．数値解析では，汎用のダミーモデルを用いるが，自動車用に開発されたた

め，シートベルトやエアバッグ使用を前提としたものであり，他の用途に用い

る場合にはダミーモデルの挙動や傷害値の妥当性について確認が必要である． 

スレッド試験による乗客の安全性に関する研究は，欧州や米国で多く，特に

欧米での採用が多い固定式のクロスシートに着座した乗客の 2次衝突時の安全

性評価に関する研究が多数なされている（Tyrell et al., 1998）（Severson et al., 

2005）（Fidanza et al., 2008）（Carvalho et al., 2011）．また，我が国において

も，ロングシートに着座した乗客の袖仕切りへの衝突（Nakai et al., 2015a），

立位乗客の床面への衝突（Nakai et al., 2015b），クロスシート着座乗客の客室

仕切りへの衝突（田口他，2014）などが検討されている． 

しかしながら，我が国において在来線特急車両等に多く採用されている回転

リクライニングシートに着座した乗客を対象とした報告は認められない．これ

は，回転リクライニングシートが複雑な構造で可動部が多いため，固定式と比

較して，シートをモデル化するのがより困難であることが要因の一つと考えら
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れる．乗客の安全性は，固定式のクロスシートとは異なる可能性があり，それ

故，衝突事故時において，回転リクライニングシートに着座した乗客が，2 次

衝突により負傷する箇所やその程度など，具体的な被害状況や負傷する原因を，

スレッド試験や数値解析により明確にすることは極めて重要である．回転リク

ライニングシートの衝撃挙動を精度良く再現し，着座した乗客が前席に衝突す

る状況での乗客の傷害値を，数値解析を用いて評価することができれば，より

安全なシートを検討することが可能になると考えられる． 

 

 

1.5 本研究の目的と本論文の構成 

 

1.1 節で述べてきた通り，鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に，乗客

や乗務員の被害を軽減する車体構造は重要であり，車両の衝突安全性に関する

設計基準がない我が国においては，早急に設計基準策定に向けた検討を始める

ことが必要である．これらの事柄を踏まえ，本論文では，以下に示すように研

究を進めた． 

第 2 章では，我が国の踏切衝突事故の実状を把握することを目的として，列

車乗客および乗務員の死傷者数が多かった踏切事故について統計的な調査を実

施し，被害度に影響を及ぼす事故状況を検討した． 

第 3章では，列車衝突解析の精度を検証および向上させることを目的として，

ステンレス鋼製先頭車両の実物大部分車体構造を用いて，剛体壁に衝突させる

衝突試験を実施し，車体の衝撃変形破壊挙動および衝撃荷重‐変形量特性など

の基礎的なデータを取得した．次に，衝突試験を模擬した FEM 解析を実施し，

試験結果と解析結果を比較検証することで，車体の詳細な衝撃変形挙動を把握

するとともに，FEM 解析が高い精度で実行できることを確認した． 

第 4 章では，第 2 章で実施した，統計的な調査結果を基に，列車衝突条件を

設定し，衝突速度や衝突対象物および相互の相対位置などの各条件を変化させ

て，踏切事故を模擬した FEM 解析を実施した．各衝突条件での衝撃荷重，衝

撃エネルギー，乗務員室の安全性（車体の変形量），客室の安全性（欧州の評価

指標である平均減速度と米国の評価指標である最大減速度および乗客の前席へ

の衝突速度）を評価し，これらの相関関係や各衝突条件による影響を検討する

ことで，踏切事故における列車乗務員および乗客の被害度に影響を及ぼす因子

について検討した． 

第 5章では，鉄道車両が大型自動車と衝突した際の乗客およびシートの挙動，

乗客が衝突する箇所と衝突による傷害値を把握することを目的として，回転リ
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クライニングシートに着座した乗客が前席の背面に衝突する条件でスレッド試

験を実施し，ダミー人形の傷害値が比較的大きくなる部位を特定した．さらに，

スレッド試験に相当する FEM 解析を実施して試験結果と比較検討することに

より，ダミーモデルの各傷害値の解析精度を検証した．また，試験および解析

による検証結果から，より安全なシートを設計するための指針を示した． 

第 6 章では，第 4 章で実施した様々な踏切衝突事故条件での FEM 解析で得

られた車体の衝撃減速度波形について，欧州基準と米国基準で定義された 3 つ

の衝突安全性評価指標とその限度値で客室内の安全性を評価するとともに，同

じ減速度波形を入力として，第 5 章で構築した乗客傷害度解析により，人体ダ

ミー人形の傷害値を算出し，これらの相関について検証した．さらに，ダミー

人形の傷害値を判断基準として，3 つの衝突安全性評価手法で最も有効な手法

を明示するとともに，ダミー人形の傷害値と相関関係がより強い評価指標を検

討し，我が国での衝突安全性に関する評価指標とその限度値を提示した． 

第 7 章では，総括として本研究で得られた主な知見をまとめ，併せて，鉄道

車両の衝突安全性向上に関する将来的な課題について言及した． 
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第 2 章 踏切事故の統計的調査 

2.1 はじめに 

 

鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に乗客や乗務員の被害を軽減する

車体構造は重要である．しかしながら，我が国において，鉄道車両の車体構造

の設計基準は必ずしも衝突事故を想定しておらず，衝突条件や車体構造の衝突

安全性を評価するための指標すら明示されていない．一方，欧州や米国では，

鉄道車両の衝突安全性に関する設計基準があるが，それぞれの国の鉄道システ

ムや過去の事故事例などに基づいて設定されているため，衝突シナリオについ

ては，衝突対象物や衝突速度が異なっている． 

我が国において，一部の鉄道事業者では，過去の踏切事故事例などを考慮し

た独自の設計手法が検討されている．例えば東日本旅客鉄道（株）では，ダン

プカーと衝突速度 60km/h で衝突する条件を衝突シナリオとし，運転士のサバ

イバルゾーンの確保，衝撃加速度の大きさを一定値以下，客室部に過大な変形

がないことの 3 つの安全性評価基準を設け，先頭車の衝撃吸収構造を検討して

いる（畑，大野，2003）．このように，事業者の実情に合わせて，衝突事故時の

安全性を高めることは重要であるが，一方で，世界的なシェアを持つ欧州の車

両メーカなどが中心となって，将来的に欧州規格が ISO などの国際規格化され

る可能性も考えられる．そのため，我が国における鉄道車両の衝突安全性に関

する設計基準を検討し，統一的な見解を準備することは，極めて重要である． 

我が国において，衝突時の安全性に優れた車体構造を設計するためには，我

が国の衝突事故の実状を把握することが最も重要であると考えられる．列車の

衝突事故としては，他の列車との衝突や踏切における自動車などとの衝突が考

えられるが，優れた信号や保安設備により，列車同士の衝突事故は希であり，

これら設備の全国規模での導入や改良などが進めば，さらに事故を減らすこと

が可能となる．一方，踏切での自動車などとの衝突事故は，例えば高速走行時

に直前で横断する場合，列車が減速する時間がなく，未然に防ぐことが非常に

困難であり，検討すべき優先度の高い事故状況である． 

踏切事故の統計的な調査として，1970 年代から 1980 年代の 10 年間におけ

る日本国有鉄道で発生した踏切事故を対象に，負傷者数，破損車両数，推定衝

突速度等を調査した例（小美濃他，1997）がある．しかしながら，過去数十年

でのステンレス鋼製車両やアルミニウム合金製車両の普及および前頭部への衝
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撃吸収構造の採用など，鉄道車両の車体構造に変化がみられることから，調査

対象を直近の踏切事故とする必要がある．そのため，筆者らは，国が定める鉄

道重大事故(列車乗員および公衆の死傷者数が 10名以上，または脱線両数 10両

以上の鉄道事故) （国土交通省鉄道局，2009）のうち，1987～2010 年度に踏切

において発生した 34 件の鉄道重大事故に対して推定衝突速度および衝突対象

を整理した（沖野他，2012）．しかしながら，鉄道車両の衝突安全性を検討する

ために，我が国の衝突事故の実状を把握する場合，列車の乗客の死傷者数が 1

つの重要な要素であるが，鉄道重大事故は公衆の死傷者数をも含むため，列車

乗員の死傷者数のみを基準として，改めて踏切事故の統計を整理する必要があ

る． 

本章では，1987～2016 年の 30 年間に発生した踏切事故を対象とし，踏切に

おいて発生した鉄道重大事故について，衝突対象物および推定衝突速度を再整

理するとともに，列車乗員の死傷者数が 10名以上の事故を抽出して整理する．

さらに，調査対象となる事故件数を広げるために，列車乗員の負傷者数が 5 名

以上または列車乗員の死者が 1 人以上の事故について整理し，死傷者数と衝突

速度などの関係を検討した． 

 

 

2.2 調査方法 

 

本研究で実施した統計的調査方法をそれぞれ以下に示す． 

 

1．踏切事故 

踏切障害事故ならびに踏切障害に伴う列車脱線事故および人身障害事故のう

ち，軽車両および二輪車以外の車と衝突した事故を「踏切事故」として定義し

て統計調査した．踏切障害事故，列車脱線事故および人身障害事故のそれぞれ

の定義は，国が定める鉄道事故等報告規則第 3 条（国土交通省鉄道局，2017）

に従った． 

対象としたデータベースは，内閣府(平成 12 年版以前は総務庁)編集の交通安

全白書（内閣府，1988-2017）であり，各年毎の事故件数がまとめられているた

め，1987～2016 年の 30 年間の結果を用いた．  

 

2．踏切重大事故 

国土交通省が規定する，列車乗員および公衆の死傷者数が 10 名以上，また

は脱線両数 10 両以上の鉄道事故である鉄道重大事故（国土交通省鉄道局，2009）
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のうち，踏切事故に該当する事故を「踏切重大事故」として定義して統計調査

した．さらに，列車乗員の死傷者数に着目し，列車乗員の死傷者数が 10 名以上

の踏切重大事故を抽出して，統計調査した． 

対象としたデータベースは，(公財)鉄道総合技術研究所 鉄道技術推進センタ

ー「鉄道安全データベース」であり，年度毎の事故件数がまとめられているた

め，1987～2016 年度の 30 年間の結果を用いた． 

 

3．主要な踏切事故 

列車乗員の負傷者数および死者数と衝突対象および推定衝突速度の関係をよ

り詳細に検討するため，国土交通省鉄道局の「主な事故」の分類方法（国土交

通省鉄道局，2018）を参考に，列車乗員の負傷者が 5 名以上または死者が 1 人

以上の踏切事故を，「主要な踏切事故」と定義して統計調査した． 

対象としたデータベースは，踏切重大事故と同等である． 

 

踏切重大事故および主要な踏切事故の統計的調査で実施した，推定衝突速度

の算出方法は，乗務員の口述内容をもとに，列車のブレーキ開始地点から踏切

までの距離およびブレーキ開始時の列車の速度を用いて，減速度が一定である

と仮定して概算した．なお，運輸安全委員会の鉄道事故調査報告書に推定衝突

速度の記載があるものについては，その値を引用した． 

 

 

 

2.3 踏切事故の統計的調査 

2.3.1 踏切事故件数の推移 

 

1987～2016 年の 30 年間の踏切事故全体の件数の推移を図 2.1 に示す．30

年間に発生した踏切事故件数は 8923 件であった．年間の件数は 1987 年の 700

件弱から，2016 年の 100 件程度に継続的に減少した．事故件数が減少した要

因として，立体交差化などに伴う踏切数の減少，踏切道での車両通行規制の強

化，第 3 種および第 4 種踏切の第 1 種踏切化および障害物検知装置などの設置

により，踏切の保安度が向上したことおよび鉄道事業者による踏切事故防止キ

ャンペーンなどの啓発活動の継続的な実施の成果などが考えられる． 
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Fig .  2 .1  Changes  in  the  number  o f  l eve l  c ross ing  acc iden t s  (Al l  8923  cases ) .  

 

 

 

2.3.2 踏切重大事故の統計的調査 

  

1987～2016 年度の 30 年間に発生した踏切事故のうち，踏切重大事故（列車

乗員および公衆の死傷者数が 10 名以上，または脱線両数 10 両以上の踏切事

故）の発生件数は 39 件であった．年度ごとの踏切重大事故件数ならびに列車

乗員の負傷者数および死者数の推移を図 2.2 に示す．踏切重大事故の件数は

1990 年度の 7 件が最も多く，1991～2006 年度は年間 2 件以下，2007 年度以

降は 1 件以下の頻度であった．列車乗員の負傷者数は，1991 年度の 333 人が

最多であり，その後は概ね事故件数の減少に伴って 100 人以下となっている． 

推定衝突速度の分布を図 2.3(a)に，衝突対象の内訳を図 2.3(b)に示す．図

2.3(a)で推定衝突速度が不明と示した 1 件は，列車のブレーキ開始時の速度が

公表されていないものである．推定衝突速度は 15～109km/hにかけて分布し，

最も件数が多い速度範囲は 51～60km/h で，平均推定衝突速度は 57km/h であ

った．衝突対象の割合が最も高い車種はトレーラーで，全体の 26％を，次いで

ダンプカーおよびトラックがほぼ同数の 21％を占めた． 
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Fig .  2 .2  Changes  in  the  number  o f  s e r ious  l eve l  c ross ing  acc iden ts  (Al l  39  cases ) .  

 

 

 

 
 

(a ) Est imated  co l l i s ion  speed  (b ) Coll i s ion  obs tac le  

(Th e  p ercen tage s  do  n o t  su m up  to  1 00 %)  

Fig .  2 .3  Sta t i s t i ca l  ana l ys is  of  pas t  s e r ious  l eve l  c ross ing  acc iden ts  (Al l  39  cases ) .  

 

 

次に，列車乗員の死傷者数に着目し，10 名以上の死傷者が発生した踏切重大

事故の件数は，踏切重大事故 39 件のうち，31 件であった．この 31 件の事故

について，推定衝突速度および衝突対象の内訳を図 2.4 に示す．推定衝突速度

の分布は，踏切重大事故全体を整理した結果の図 2.3 とほとんど傾向が変わら

Average: 57km/h 

(unknown: 1 case) 
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ず，推定衝突速度の最大値は 106km/h，その平均値は 56km/h であり，踏切重

大事故全件の推定衝突速度の平均値 57km/h とほぼ一致した．衝突対象の内訳

では，踏切重大事故全件と比較すると，バスが占める割合が，15%から 3％に

大幅に低下したのに対し，バス以外の衝突対象が占める割合がそれぞれ 2～3%

増加した．これは，バスと衝突した際に発生した列車乗員およびバス乗員合わ

せて 10 名以上の死傷者のうち，バスの乗員の死傷者の占める割合が大きいこ

とが原因である． 

 

 
 

(a ) Est imated  co l l i s ion  speed  (b ) Coll i s ion  obs tac le  

(The  percen tages  do  no t  sum up to  

100%)  

Fig .  2 .4  Sta t i s t i ca l  ana l ys is  of  pas t  s e r ious  l eve l  c ross ing  acc iden ts  

(Acc iden ts  10  o r  more  occupan ts  were  in j u red  in ;  31  cases ) .  

 

 

2.3.3 主要な踏切事故の統計的調査 

 

1987～2016 年度に発生した踏切事故のうち，主要な踏切事故（列車乗員の

負傷者が 5 名以上または死傷者が 1 人以上の踏切事故）の発生件数は 54 件で

あった．うち 36 件が，2.3.2 で記述した踏切重大事故に該当する．年度ごとの

主要な踏切事故の件数ならびに列車乗員の負傷者数および死者数の推移を図

2.5 に示す．主要な踏切事故の件数は 1989 年度および踏切重大事故と同様に

1990 年度の 7 件が最も多く，1991～2006 年度は年間 4 件以下，2007 年以降

は 2 件以下の頻度で発生した．列車乗員の負傷者数は 1991 年度の 339 人が最

多であった． 

Average: 56km/h 

(unknown: 1 case) 
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推定衝突速度の分布を図 2.6(a)に，衝突対象の内訳を図 2.6(b)にそれぞれ示

す．主要な踏切事故においては，推定衝突速度は 15～117km/h にかけて分布

した．踏切重大事故と同様に，最も件数が多い速度範囲は 51～60km/h であっ

た．また，推定衝突速度の平均値は 57km/h であり，踏切重大事故における推

定衝突速度とほぼ一致した．衝突対象はトラックが最も多く，全体の 31%を占

めた一方で，トレーラーおよびダンプカーの割合はそれぞれ 20%および 19%で

あり，これら貨物車両の占める割合は 70 %であった．また，衝突対象に占める

乗用車の割合は 15%であった．  

 

 

Fig .  2 .5  Changes  in  the  number  o f  l eve l  c ross ing  acc iden t s  

(Acc iden ts  5  o r  more  occupan ts  were  in j u red  in ;  54  cases ) .  
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(a) Est imated  co l l i s ion speed  (b) Col l i s ion obstac le  

Fig .  2 .6  Sta t i s t i ca l  ana l ys is  of  pas t  l eve l  c ross ing  acc iden ts  5  o r  more  occupan ts  

were  in ju red  in ;  54  cases .  

 

 

2.3.4 死傷者数の違いによる事故状況の検討 

 

図 2.4(a)および図 2.6(a)より，列車乗員の死傷者数が 10 名以上の踏切重大事

故に対し，列車乗員の負傷者数 5 名以上または死者数 1 名以上の主要な踏切事

故においては，推定衝突速度の分布は大きく変わらず，平均値はほぼ一致した．

また，衝突対象について，図 2.6(b)を図 2.4(b)と比較すると，トラックの割合

が 8％増加したのに対し，トレーラーおよびダンプカーの割合がそれぞれ 9％

および 4%減少した．これは，トラックが小型から大型まで種類が豊富で，比較

的軽量なトラックの事故が対象に加わったためと考えられる． 

主要な踏切事故の統計結果（図 2.6）について，死傷者数と推定衝突速度の関

係を検証するにあたり，衝突対象物の質量の影響を少なくするため，比較的軽

量な対象物として，乗用車，軽貨物およびトラクタを×印で，比較的重い対象

物として，トラック，トレーラー，ダンプカーおよびバスなどを●印で 2 区分

化して図 2.7 に示す．図 2.7 より，死傷者数と推定衝突速度に明瞭な相関は認

められなかった．なお，乗用車などの比較的軽量な衝突対象物だった場合，推

定衝突速度は比較的高めとなった． 

列車乗員の被害が比較的大きかった主要な踏切事故について，衝突速度が高

い速度領域に集中することなく，57km/h を平均として広く分布する一方で，

衝突対象物の 70%が比較的質量の大きい貨物車両であった．しかしながら，衝

突速度と死傷者数には明瞭な相関関係が認められなかったことから，列車乗員

Average: 57km/h 

(unknown: 1case) 
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Fig. 2.7 Number of casualties – collision speed relationship. 

の被害が大きくなる要因としては，衝突速度や対象物以外にも要素があると考

えられる．図 2.7 において，推定衝突速度が 30km/h 未満にも関わらず，死傷

者数が突出した 2 件の事故については，衝突対象物の質量が著しく大きかった

ことや乗客数が多かったことが原因ではないかと考えられる．また，推定衝突

速度が 100km/h 前後で比較的質量の大きな対象物だったにも関わらず，死傷

者が比較的少なかった 2 件の事故（赤破線で囲った 2 件）については，列車前

面の一部が接触したオフセット衝突であったためではないかと思われる．この

ように，衝突速度や対象物以外にも，衝突時の列車と対象物の相対位置関係，

あるいは乗車率や乗客姿勢（立位や座位など）などが，列車乗員の被害度に影

響すると想定されるが，すべての事故の詳細な情報が得られなかったことや，

事故毎に多くの条件が異なるため，これらを定量的に評価することは困難であ

った． 
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2.4 まとめ 

 

鉄道車両の衝突安全性を検討するために，我が国の衝突事故の実状を把握す

ることを目的とし，列車乗員の死傷者数を基準として，踏切事故の統計を整理

した．1987～2016 年度の 30 年間に発生した踏切事故を対象とし，列車乗員の

死傷者数が 10 名以上の踏切重大事故を抽出して整理するとともに，調査対象

となる事故件数を広げるために，列車乗員の負傷者数が 5 名以上または列車乗

員の死者が 1 人以上の事故についても主要な踏切事故として整理し，死傷者数

と衝突速度などの関係を検討した． 

その結果，主要な踏切事故の推定衝突速度は，高い速度領域に集中すること

なく 57km/h を平均として広く分布し，衝突対象はトラックが最も多く，全体

の 31%を占め，トレーラーおよびダンプカーの割合はそれぞれ 20%および 19%

であり，これら貨物車両の占める割合は 70 %であり，また，衝突対象に占める

乗用車の割合は 15%であった．さらに，衝突速度と死傷者数には明瞭な相関関

係が認められなかった． 

衝突速度や衝突対象物以外にも，衝突時の列車と対象物の相対位置関係，あ

るいは乗車率や乗客姿勢（立位や座位など）などが，列車乗員の被害度に影響

すると想定されるが，すべての事故の詳細な情報が得られなかったことや，事

故毎に多くの条件が異なるため，これらを定量的に評価することは困難であっ

た．これについては，シミュレーションによる検討が有効であると考えられ，

列車速度および衝突対象物に加えて，相互の相対位置をパラメータとした踏切

事故シミュレーションを実施し，それぞれの条件での列車乗員の被害度を検討

した．その結果，踏切事故時の各因子が，列車乗員の被害度に及ぼす影響を定

量的に評価することが可能になった．なお，踏切事故シミュレーションは第 4

章で実施した． 
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第 3 章 実物大の鉄道車体構造を用いた

衝突試験と FEM 解析 

3.1 はじめに 

 

衝突事故時の安全性に優れた車体構造を設計する場合，実車による衝突試験

を繰り返し実施することは，現実的ではない．そのため，数値解析による衝突

安全性評価が有効であるが，その解析精度の確保には格段の注意を払わなけれ

ばならない．欧州や米国では，実物大の衝突試験や数値解析が行われ，それら

の結果を比較検討した多くの報告（Scholes et al., 1993）（Lewis et al., 1996）

（Jacobsen et al., 2016）（Warnt et al., 2017）が認められる．また，我が国に

おいても，衝突試験と数値解析を実施したいくつかの報告（宇治田他，1999）

（丸中他，2002）（畑，大野，2003）（沖野，宇治田，2011）（濱島他，2015）

があるが，1.2 節で示したように，日本の設計基準で作られた実物大の先頭車

車体構造の衝撃破壊挙動に関する研究はほとんど認められず，衝突時の先頭車

の変形挙動や衝撃圧縮荷重-変形量特性などの基礎的なデータすら，十分には得

られていないのが現状である． 

そこで，衝突解析の精度を検証および向上させることを目的として，1.2 節

で示したように，実物大部分車体構造を走行台車に取付けて走行させ，剛体壁

に衝突させる衝突試験方法を採用し，車体の衝撃変形破壊挙動および衝撃荷重

‐変形量特性などの基礎的なデータを取得した．また，本研究では，鉄道車体

構造に採用される主要な材料は普通鋼，ステンレス鋼およびアルミニウム合金

があるが，表 3.1（日本鉄道車輌工業会，2018）に示すように，国内向け新製

在来線電車の割合が，近年最も大きいステンレス鋼製車体構造を対象とした．

次に，衝突試験を模擬した FEM 解析を実施し，試験結果と解析結果を比較検

証することで，FEM 解析の精度を向上させるとともに，材料のひずみ速度依存

性や溶接部の破断特性の試験結果への影響を検討した． 

鉄道車体の各部位の名称は専門用語であるため，本論文で用いた各部位の名

称を図 3.1 に示す． 
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Table 3.1 production results of Japanese conventional electric rail car (Japan association of rolling stock 

industries, 2018). 

Year  2013 2014 2015 2016 2017 Sum P.C.  

Steel  car  6 20  23  15 13 77  1.4% 

Stain less-steel  car  741 596 680 619 674 3310 58.3% 

Aluminum car  327 331 503 469 664 2294 40.4% 

 

 

 
Fig .  3 .1  .Name o f  each  par t  of  ra i lway carbod y.  

 

 

隅柱 貫通路柱 

側はり 

まくらばり 

側はり補強 

中はり 

側窓 

中はりの魚腹部 

軒桁 
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3.2 実車衝突試験 

3.2.1 衝突試験条件 

 

1980 年代以降に量産された標準的なステンレス鋼製先頭車両を対象として，

図 3.2 に示すように中古の先頭車体をまくらばり後端で切断し，切断面に補強

板を取付けて試験体を製作した．車内の機器類や腰掛けおよび化粧板などの内

装材はすべて取り外し，主要な構造部材で構成された車体構造とした．試験体

の外形は長さ約 3.2m×幅約 3m×高さ約 3m で，重量は約 2 トンである．衝突

試験時に試験体に加わる荷重を計測するため，試験体端部の補強板にロードセ

ルを取付けた．ロードセルは，図 3.3 に示すように，中はり，側はりおよび軒

桁位置に相当する合計 6 個とした．試験体をこれらのロードセルを介して取付

け可能となるように走行台車を製作した．走行台車は，走行時の振動を抑制す

るために，大型トラックの空気バネサスペンションを流用した．また，繰り返

し試験での使用を可能とするために，衝突試験時に走行台車のフレームが塑性

変形しないように強度設計した．試験体，ロードセルおよび走行台車を含めた

総重量は約 10.2 トンである． 

この試験体付き走行台車を，過去に発生した踏切重大事故の平均衝突速度

54km/h で剛体壁に衝突させる試験を実施した．第 2 章で実施した 1987～2016

年度の 30 年間に発生した「主要な踏切事故」の統計結果では，平均衝突速度は

57km/h であったが，ここでは，筆者らの先行研究（沖野他，2012）で実施し

た 1987～2010 年度の 22 年間に発生した「踏切重大事故」の統計結果である

54km/h を採用した．これは，衝突速度 57km/h と 54km/h とで試験結果に大

きな違いが生じないと想定されたことと，過去に実施した様々な研究内容との

統一性を考慮したものである．総圧縮荷重 P は 6 個のロードセル各々の軸圧縮

方向荷重値の和とし，サンプリング周波数 10kHz で記録した．また，試験体側

面に貼付けたターゲットマークの移動量は，サンプリング周波数 1kHz で記録

した高速度カメラの映像から求め，それらのうち，図 3.2 に示す基準ターゲッ

トマーク（左右面の合計 4 カ所）が剛体壁方向へ移動した距離の平均値を試験

体の圧縮変形量 u とした．ただし，試験体と剛体壁が接触開始した時刻を t = 

0，その時の圧縮変形量を u = 0 とした． 
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3.2.2 衝突試験結果および考察 

 

レーザー式速度計で計測した衝突直前の走行台車の速度は 54.2km/h であっ

た．衝突試験における高速度カメラの映像を図 3.4 に，総圧縮荷重－時間関係

を図 3.5 に，6 個のロードセルの各圧縮荷重－時間関係を図 3.6 に示す． 

荷重は自動車業界で広く使用される CFC1000 フィルタ処理（ISO 6487, 

2015）を実施した．また，試験体の速度は圧縮変形量を微分して求めた．なお，

図 3.5 中の(b)，(c)，(d)は図 3.4 の各時刻に対応している． 

Fig. 3.3  Location of load cells (view from running carriage). 

LC1 LC2 

LC3 LC4 

LC5 LC6 

Load cell 

15m/s 
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Running Carriage 

Fig. 3.2 Test specimen (actual-size partial carbody structure) and running carriage. 

Test specimen 
Reference target mark 
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Fig. 3.4 Deformed shape of test specimen (High speed camera image). 

(a) Contact (0ms) (b) 18ms after impact 

(c) 28ms after impact (d) 64ms after impact 

Fig. 3.5 Time history of total compression load. 

(b) 

(c) (d) 
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図 3.4 より，試験体は乗務員出入口より前方で圧壊し，側窓以降では顕著な

変形は認められなかった．試験体の貫通路柱が最初に剛体壁に接触し，図 3.5

のように荷重が急激に上昇して，t = 3.2ms 時に最大荷重 P = 2180kN となっ

た．その後，中はりの座屈により P = 440kN 程度まで減少するが，隅柱が剛体

壁に接触することにより，t = 18.6ms 時には，図 3.5 中の(b)で示す P = 1440kN

程度の極大値が認められた（変形状況は図 3.4(b)参照）．その後，t = 48ms 以

降において荷重が再び上昇し，t = 64.1ms 時には，図 3.5 中の(d)で示す P = 

1580kN 程度の極大値が認められた（変形状況は図 3.4(d)参照）． 

これら総圧縮荷重 P の内訳は，図 3.6 より，t = 3.2ms の最大荷重発生時は，

中はりがある床中央部で LC5 + LC6 = 1550kN 程度，側はりがある床隅部で

LC1 + LC2 = 630kN 程度の圧縮荷重であり，中はりの荷重負担が大きかった．

t = 18.6ms の時（図 3.5 中の(b)）の内訳は，床中央部で 570kN 程度，床隅部

で 510kN 程度，屋根隅部で LC3 + LC4 = 360kN 程度であり，車体全体で負担

する状況であった．また，t = 64.1ms 時（図 3.5 中の(d)）の内訳は，床中央で

1080kN 程度，床隅部で 400kN 程度，屋根隅部で 100kN 程度であり，再び中

はりの荷重負担が大きくなった．これは，破断した中はりが，剛体壁に接触す

Fig. 3.6 Time history of each load cells. 

LC1 

Location of load cells (view from running carriage) 

LC2 

LC3 LC4 

LC5 LC6 
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ることによるものと考えられる． 

次に，図 3.6 において，荷重履歴の左右対称性を確認すると，屋根隅部の LC3

と LC4 および，左右中はりの LC5 と LC6 は概ね同様な履歴となっているが，

床隅部（左右側はり）の LC1 と LC2 は，全体的に一致する時間帯が少なく，

LC1 の方が全体的に低い荷重となった．この要因については後述する． 

次に，試験体の圧縮変形量および速度－時間関係を図 3.7 に，総圧縮荷重－

圧縮変形量関係を図 3.8 に，最終的な試験体の変形状況を図 3.9 に示す． 

 

 

Fig. 3.7 Histories of deformation and velocity of test specimen. 

Velocity 

Deformation 

Fig. 3.8 Total compression load - deformation relationship. 
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図 3.7 および図 3.8 より，試験体は衝突直後から概ね一定の割合で減速し，

ほぼ t = 128ms 時において，変形量が最大値 u = 927mm，速度が v = 0km/h

となった後，試験体が反射され，4km/h 程度の速度で戻された．また，試験体

はスプリングバックにより，u = 880mm 程度まで変形量が戻った． 

試験後の試験体の状況は図 3.9 に示すとおり，主要構造部材である中はり，

側はりおよび側はり補強が破断しており，中はりは魚腹部前方位置で破断して

下側に傾斜した．また，各所にスポット溶接やアーク溶接の破断が認められた．

中古車のため，側はりと側はり補強間に腐食が認められ（側はりと側はり補強

はコの字断面の部材を重ね合わせた 2 重構造となっている），乗務員席側の側

はりが剥がれ，側はり補強が破断して大きな開口部が認められた．このように，

乗務員席側（LC1 側）のみの側はりが剥がれ，側はり補強が大きく破断したた

め，前述の通り図 3.6 において，LC1 の方が全体的に低い荷重になったと考え

られる．  

 

Fig. 3.9 Deformed shape of test specimen after impact test. 

Rupture of center sill 

Gangway post 
Corner post 

Rupture of side sill 
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3.3 衝突試験を模擬した FEM 解析 

3.3.1 FEM 解析モデル 

 

図 3.10 に本研究で用いた解析モデルを示す．主要な構造部材はシェル要素

で構築し，ロードセルなど一部にソリッド要素を用いた．各部材間のスポット

溶接部，アーク溶接部はリンク要素でモデル化した．節点数は約 65 万点，要素

数は 61 万である． 

本研究の解析には，汎用の動的陽解法有限要素法構造解析プログラム

PAMCRASH（Ver 2016.0）を使用した．PAMCRASH は中央差分法を基にし

た 3 次元ラグランジアン陽解法有限要素法であり，その適用範囲は衝撃・衝突

現象だけでなく，幾何学的非線形，材料非線形，接触（境界）非線形などの強

い非線形性をもつ現象一般に用いられる（大阪大学大型計算機センター，1998）．

本研究における材料パラメータは，実際に車体に用いられる各種材料について，

小型試験片を用いて，様々な速度で引張試験を実施することで応力-ひずみ特性

を取得するとともに，各種材料にひずみ速度依存性があることを確認した．ま

た，FEM 解析で各速度の引張試験結果を再現することで，FEM で用いる材料

特性を，ひずみ速度依存性を考慮できるものとした（（永田他，2018）注：参考

文献はアルミニウム合金製車体構造の各種材料に関する内容であるが，当該ス

テンレス鋼製車体構造の各種材料についても同様に実施した）．また，スポット

溶接を含む小型試験片を用いて，準静的に引張試験を実施するとともに，再現

解析を実施することで，溶接部の破断特性を考慮できるものとした． 
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Fig. 3.10 FE model of test specimen and running carriage. 
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3.3.2 FEM 解析結果および考察 

 

図 3.11 に試験体の変形状況の解析結果，図 3.12(a)に荷重－変形量関係を，

図 3.12(b)に変形量と速度履歴を，解析結果と試験結果を比較して示す．図 3.3

と図 3.11 を比較すると，時系列での車体の変形挙動がほぼ一致しており，最終

的な主要構造部材の変形状況や破断状況が概ね再現できた．しかしながら，図

3.9 に示す側はり補強の破断に伴う大きな開口は再現できなかった． 

 

 

 

図 3.12(a)より，解析結果と試験結果を比較すると，変形量 u = 300mm 程度

まではほぼ一致したが，解析結果は，矢印で示す 3 つの荷重の落込みが再現で

きておらず，u = 300～600mm 程度までの間，試験結果よりもエネルギーを多

く吸収することになり，その結果，最大変形量が小さくなった．また，図 3.12(b)

より，t = 30ms 時（u = 390mm および v = 41km/h）程度まではほぼ一致した

が，それ以降，試験結果よりも速度の低下量が大きくなり，18ms 程度早い時

刻で速度が v = 0 となり，最大変形量は 838mm となった．最大荷重値および

最大変形量の試験結果との誤差はそれぞれ-12％，-10%であった． 

試験結果との乖離が初めに大きくなった，図 3.12(a)の u = 320mm 程度時（t 

= 24ms 時）の荷重の落込みに着目すると，図 3.6 より，LC1 および LC5 の荷

重の急低下が主な要因である．これは，前述の LC1 側の側はりの剥がれ，およ

び LC1 位置の試験体前方に位置する側はり補強において発生した，部材の腐

食による大きな開口を伴う破断が原因と考えられる． 

図 3.13 に各ロードセルによる荷重履歴の解析結果と試験結果を比較して示

すが，解析ではこの時の LC1 および LC5 の荷重低下が再現できていない．こ

の解析結果の差異は，FEM 解析では部材の腐食を考慮しておらず，腐食による

Fig. 3.11 FE result of deformed shape of test specimen. 

(b) 28ms after impact (c) 64ms after impact (a) 18ms after impact 
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材料の強度低下が反映されていなかったためと考えられる．ここでの変形挙動

の差異が，その後の挙動に影響を与えた可能性が考えられる． 

 

 

 

Fig. 3.12 Comparison of test and numerical result. 

Test FEM 

(a) Compression load – Deformation relation 

Velocity 

Deformation 

(b) Histories of deformation and velocity of test specimen 
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Fig. 3.13 Comparison of test and numerical result (histories of each load cells). 

Solid line : Test 
Dashed line : FEM 

Solid line : Test 
Dashed line : FEM 

Sol id l ine : Test 
Dashed line : FEM 
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以上の試験結果と解析結果の比較から，FEM 解析では側はり補強の大きな

破断を再現できておらず，これによる荷重の低下が発生しないことが両者の大

きな差異であった．試験における側はり補強の大きな破断の発生は，経年によ

る部材の腐食が大きな要因であると考えられるが，FEM 解析では部材の腐食

を模擬していない．すなわち，解析結果の差異は部材の腐食を考慮しなかった

ためであり，試験体が新製車両の場合，部材に腐食はないため，今回の試験で

認められた，側はり補強における大きな開口を伴う破断が発生する可能性は低

く，解析結果により近い変形挙動になると想定される．よって，車体設計時に

本列車衝突解析により衝突安全性を検討する際には，新製車両が対象となるた

め，解析精度に問題はないが，長期運用による経年劣化などの影響評価につい

ては，今後の課題となる． 

 

 

3.3.3 ひずみ速度依存性および溶接部破断特性の影響評価 

 

3.3.1 に示すように，本 FEM 解析では，材料のひずみ速度依存性，およびス

ポット溶接やアーク溶接の破断特性を考慮した解析となっている．ここでは，

試験体の変形挙動へのこれらの影響を検証するために，以下に示す 3 条件で

FEM 解析を実施した． 

Simulation A：ひずみ速度依存性考慮，溶接部破断特性考慮 

Simulation B：ひずみ速度依存性考慮，溶接部破断特性考慮せず 

Simulation C：ひずみ速度依存性考慮せず，溶接部破断特性考慮せず 

 

3 条件での解析結果について，最大荷重値および最大変形量の試験結果との

誤差を表 3.2 に，荷重－変形量関係について，3 条件での解析結果と試験結果

を比較して図 3.14 に示す． 

 表 3.2 および図 3.14 より，材料のひずみ速度依存性，およびスポット溶接や

アーク溶接の破断特性を考慮した場合，最大荷重値および最大変形量の試験結

果との誤差はそれぞれ-12％，-10%であったのに対し，溶接部破断特性を考慮

しない場合，-11%，-23%と変形量が小さく見積もられ，両方とも考慮しない場

合，-23%，-15%と特に荷重が低く見積もられることが確認された． 

 これらより，溶接部破断特性は変形量に，ひずみ速度依存性は最大荷重値と

変形量いずれにも影響を与えると考えられる． 
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Table 3.2 Numerical condition and results 

Fig. 3.14 Comparison of load to deformation curves between test and numerical results. 

Test 

Simulation A 

Simulation B 

Simulation C 
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3.4 まとめ 

 

衝突解析の精度を検証および向上させることを目的として，ステンレス鋼製

先頭車両の実物大部分車体構造を用いて，剛体壁に衝突させる衝突試験を実施

した．その結果，主要構造部材である中はり，側はりおよび側はり補強の破断

や，各所にスポット溶接やアーク溶接の破断が認められ，車体の衝撃変形破壊

挙動および衝撃荷重‐変形量特性などの基礎的なデータを取得するとともに，

6 個のロードセルについて，各々の荷重時刻歴を検証することで，左右側はり

の荷重分担が大きく異なったことなど，特徴的な挙動時における荷重分布など

を明らかにした． 

衝突試験を模擬した FEM 解析を実施し，概ね試験結果を再現できることを

確認した．一方，試験結果と解析結果の乖離が認められた要因として，FEM 解

析では部材の腐食を考慮しなかったことであると推定した．また，材料のひず

み速度依存性，およびスポット溶接やアーク溶接の破断特性を考慮することに

より，解析の精度が向上することを確認した． 

試験体が新製車体の場合，部材に腐食はないため，今回の試験で認められた，

側はり補強における大きな開口を伴う破断が発生する可能性は低く，解析結果

により近い変形挙動になると想定される． 

以上の結果から，FEM 解析は実物大車体構造の衝撃挙動を，概ね精度良く再

現できることが確認できた．評価対象が新製車体の場合，さらに良好な精度に

なると想定され，車体設計時において，十分な精度で車体の衝突安全性を評価

できると考えられる． 
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第 4 章 様々な条件下での踏切事故を模擬した

FEM 解析 

4.1 はじめに 

 

我が国において，衝突時の安全性に優れた車体構造を設計するためには，我

が国の衝突事故の実状を把握することは最も重要であると考え，第 2 章におい

て，過去に発生した主要な踏切事故などの統計的調査を実施した．その結果，

列車乗員の被害度に影響を及ぼす踏切事故の要素を推定することはできたが，

定量的な評価は困難であった．これについては，様々な事故状況を検討する手

法として，容易に事故状況を設定できるシミュレーションによる検討が有効で

ある． 

衝突シミュレーションについては，欧米において多くの報告があり（Roure 

et al., 2001）（Ling et al., 2016）（Starlinger et al., 2019），我が国においても，

実際に発生したある踏切事故について，FEM 解析による踏切事故状況が検証

されている（田口他，2015）．しかしながら，衝突速度や衝突対象物および相互

の相対位置関係などが，車体の変形量や客室の安全性に与える影響について，

定量的に評価した研究は認められない．さらには，米国基準に準拠して設計さ

れた車体構造を対象として，欧州基準および米国基準で規定された踏切事故を

想定した衝突シナリオに基づいて数値解析を実施し，それぞれの基準で衝突安

全性を評価し，車体の変形量と吸収エネルギに着目して，解析結果を比較検討

した例（Llana, 2009）はあるが，我が国の踏切事故状況に即した衝突条件で，

欧州基準に準拠した平均減速度（CEN, 2010），米国基準に準拠した最大減速度

および前席への衝突速度（FRA, 2011）を評価した研究はなく，これらの指標

による評価結果を比較検討することは，我が国における評価指標設定に資する

重要な知見になると考えられる． 

本章では，第 2 章で実施した，統計的な調査結果を基に，衝突条件を設定し，

衝突速度や衝突対象物および相互の相対位置の各条件を変化させて，踏切事故

を模擬した FEM 解析を実施した．その際に用いた列車衝突解析モデルは，第

3 章の高精度なモデル化手法により構築した．各衝突条件での衝撃荷重，衝撃

エネルギー，乗務員室の安全性（車体の変形量），客室の安全性（欧州の評価指

標である平均減速度と米国の評価指標である最大減速度および乗客の前席への
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衝突速度）を評価し，これらの相関関係や各衝突条件による影響を検討するこ

とで，踏切事故における列車乗務員および乗客の被害度に影響を及ぼす因子を

検討した． 

 

 

4.2 踏切事故を模擬した FEM 解析モデル 

 

図 4.1 に本章で用いた踏切事故解析モデルを示す．列車モデルは標準的なス

テンレス鋼製車体構造であり，車体を構成する主構造部である構体を対象とし

て，要素ピッチ 25mm を基本とするシェル要素で構築した 1 車体モデルであ

る．内装品や床下機器類などの質量は台枠（床構造）に等分布で付与し，台車

はその重心相当位置に質点として質量と慣性モーメントを付与することで，車

両総質量を 30,700kgとした．多数のケーススタディを実施することを考慮し，

計算の安定性や時間短縮のために台車がレール上を並進するものと仮定し，台

車質点は，進行方向の並進運動以外の自由度を拘束した．この場合，車体のピ

ッチングなどの挙動は評価できないが，評価対象が衝突初期の 300ms 程度ま

での挙動であり，進行方向の変形量や衝撃減速度などであるため，拘束の影響

は大きくないと考えられる．なお，列車モデルは，材料特性にひずみ速度依存

性を考慮することで，衝撃挙動の評価に対応しており，第 3 章で精度良く再現

することを確認した解析モデルと同等の手法で構築した． 

衝突対象物は第 2 章の結果から，大型貨物車両とし，積荷の想定が容易なダ

ンプカーとした．大型ダンプカーのうち，製造会社のカタログ製品で車両総重

量が最も大きい 22 トン車（日野自動車製，車両型式 FS1EPBA）を対象とし

た．ダンプカーモデルは総質量 22,000kg（最大積載量である積荷 11,000kg を

含む）を基準とし，主構造部を対象として，要素ピッチ 50mm を基本とするシ

ェル要素で構築した．タイヤと地面の接触面は，摩擦を考慮し，摩擦係数を 0.4

とした．積荷は土砂を想定し，衝撃時の慣性により荷台に付与され，一部は荷

台を越えて外側に飛び出す挙動が再現でき，かつ計算時間が実用範囲内に収ま

る様に，150mm 角のソリッド要素で構築した．なお，解析には汎用の陽解法有

限要素解析プログラム PAMCRASH（Ver 2016.0）を使用した． 

列車とダンプカーの上下方向の位置関係は，図 4.2 に示すように，列車の台

枠下面とダンプカーの荷台下面の距離が 355mm となる位置（列車とダンプカ

ーの諸元から決まった位置関係）を基準とした．また，列車進行方向とダンプ

カー進行方向とのなす角は，図 4.1 で示すように 90 度を基準とし，ダンプカー

は静止状態とした． 
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列車速度は 15m/s（54km/h）を基準速度とした．第 2 章で実施した主要な踏

切事故の統計結果では，平均衝突速度は 57km/h であったが，ここでは，第 3

章の衝突試験で設定した衝突速度と同様に，筆者らが実施した先行研究（沖野

他，2012）の統計結果である 54km/h を採用した． 

 

踏切事故解析における評価項目は以下の①～⑥の 6 項目とし，衝突時刻から

300ms 程度までの挙動をサンプリング周波数 10kHz で検証した．①および②

は事故の程度を定量的に示す指標として，③は乗務員室の安全性を評価する指

標として，④～⑥は客室の安全性を評価する指標として採用した． 

 

① 列車とダンプカーの最大接触荷重（以後，最大荷重） 

② 列車の最大変形エネルギー量（以後，最大エネルギー） 

③ 列車運転台の最大変形量（以後，最大変形量） 

④ 列車客室中央部の衝撃減速度の欧州基準に準拠した平均値（以後，平均減

速度） 

⑤ 列車客室中央部の衝撃減速度の米国基準に準拠した最大値（以後，最大減

速度） 

⑥ 乗客の前席への衝突速度（Secondary Impact Velocity，以後，SIV） 

 

列車運転台の変形量は図 4.1 に示す運転台前面の横骨の進行方向変形量とし

た．なお，欧州基準によると，平均減速度は列車とダンプカーの接触荷重が 0

を越えた時刻から再び 0 に戻るまでの時間での平均値と定義されるが，荷重が

低下しない場合は最大荷重の 10%に低下した時刻までとされており，本研究で

はすべての条件で後者を採用した．また，米国運輸省 Volpe Center の報告書に

よると，乗客は列車が衝突した後も等速運動を行うとし，⑥の SIV は，列車衝

突によって車体が減速した速度とほぼ等価であるとしており（Tyrell et al., 

1998），本研究においても，同様に考えて SIV を算出した．具体的には，列車

客室中央部の衝撃減速度を積分して算出し，算出の時間範囲は平均減速度と同

様の，接触荷重が 0 を越えた時刻から最大荷重の 10％に低下した時刻までとし

た． 

列車は図 4.1 に示す単車だけでなく，編成での運用がある．先頭車両に着目

すると，編成列車がダンプカーと衝突した場合，2 両目から押されることによ

り，単車での衝突時と比較して，一般的に減速度が緩和される方向に作用する．

そのため，③は増加する傾向，④～⑥は減少する傾向になると考えられる．本

研究では，特に乗客の安全性に着目するため，条件の厳しい単車での踏切事故

解析を対象とした． 
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Train model 
22t dump model 

Load 

Side sill (driver’s side) 

Fig. 4.1  Train model and dump-truck model. 

355mm 

Fig. 4.2  Vertical position of collision. 
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4.3 様々な条件下での踏切事故解析 

4.3.1 ダンプカーとの水平方向衝突位置を変化させた場合 

 

図 4.3 に示すように，列車とダンプカーのそれぞれの進行方向を垂直に配置

し，列車の中心線を衝突するダンプカーに対して水平方向に変化させた 5 条件

（Case1-1：ダンプカーの積荷の中央，Case1-2：ダンプカー全体の重心，Case1-

3：ダンプカーのキャビンの重心，Case1-4：ダンプカーの積荷の最後尾，Case1-

5：積荷の最後尾から 750mm 後方へずれた位置）を設定した．なお，Case1-4

は列車車体幅半分のオフセット条件，Case1-5 は 1/4 のオフセット条件を想定

したものである．いずれの条件も，ダンプカーは静止状態とした．列車速度は

11.1m/s（40km/h），15m/s（54km/h）および 22.2m/s（80km/h）の 3 条件で

実施したが，15m/s での解析結果を中心に述べ，他の速度は特徴的な結果が認

められる場合のみ言及する． 

 

 

 

 

衝突挙動の例として Case1-1 について，図 4.4 に列車客室中央位置およびダ

ンプカーの荷台中央位置の列車進行方向速度－時間関係を，図 4.5 に列車とダ

ンプカーの接触荷重および列車の変形エネルギー－時間関係を，図 4.6 に列車

Load 

Case1-4 

Case1-2 Case1-1 Case1-3 Case1-5 

15m/s 

750m

Train model 

Driver desk 

Fig. 4.3 Horizontal positional relationship between train and dump-truck. 
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運転台の変形量－時間関係を，図 4.7 に客室中央位置の衝撃減速度－時間関係

を示す．接触荷重は自動車業界で広く使用される CFC60 フィルタによる処理

（ISO 6487, 2015）を，衝撃減速度は米国基準に基づき 50Hz のローパスフィ

ルタ処理を実施した．なお，列車とダンプカーが接触した時刻を時刻 0とした． 

 

 

 

 

 

Fig. 4.4  Velocity – Time relation (Case1-1). 

Train 

Dump-truck 

Fig. 4.5  Force, Energy – Time relation (Case1-1).   

Force 

Energy 
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図 4.4～図 4.7 より，衝突により相互に接触荷重が発生して列車が減速し，ダ

ンプカーが加速された．27ms 時程度で最大荷重 2219kN となった後，荷重が

低下して三角波に近い波形となった．これは列車車体の主要な骨組みの座屈に

よるものと考えられる．衝撃減速度は接触荷重と相似な波形となるが，列車中

Fig. 4.6  Deformation – Time relation (Case1-1). 

Fig. 4.7  Deceleration – Time relation (Case1-1). 

15m/s 

22.2m/s 



42 

央部での測定点のため，荷重波形に見られる初期の衝撃挙動は減衰される（こ

の傾向は衝突速度が大きくなるほど強くなる）．そのため，40ms 時程度で最大

減速度 7G 程度となった．列車とダンプカーは 100ms 時程度で同一速度 10m/s

となり，その後，速度が逆転した．120ms 時程度で変形量と変形エネルギーが

最大となり，それぞれ 858mm，742kJ であった．その後，スプリングバック

により変形エネルギーが減少した．図 4.3 のように衝突位置がダンプカー全体

の重心位置より左側であるため，ダンプカーは反時計回りに回転（図 4.3 にお

ける挙動）した．そのため，衝突後 300ms 程度の範囲では接触荷重は 0 となら

ず，列車は減速を維持した（ダンプカーが回転しなければ，スプリングバック

により両者は分離するため，接触荷重は 0 になると考えられる）． 

図 4.5 より，最大荷重の 10%に低下した時刻を求め，図 4.7 の減速度波形よ

り算出した結果，平均減速度は 3.8G，最大減速度は 7.0G，SIV は 6.2m/s であ

った．同様に，設定した 5 つの衝突条件における最大荷重，最大エネルギー，

最大変形量，平均減速度，最大減速度および SIV の解析結果を求め，それらを

Case1-1 での解析結果で正規化した結果を図 4.8 に示す． 

  

 

 

 

図 4.8 より，Case1-2～Case1-5 の各評価項目において，明瞭に 1.0 を超える

項目がなかったことから，今回設定した条件の範囲では，Case1-1 の積荷の中

央への衝突が最も厳しい条件となった．Case1-1 と Case1-2 の結果の差につい

Fig. 4.8  FE results of each evaluation value (Case1-1 ~ Case1-5). 
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て検討するために，図 4.9 に衝突後 30ms 時でのダンプカーの変形量（列車進

行方向成分）のコンター図を示す．衝突初期では，衝撃箇所近傍のダンプカー

の荷台（積荷）の質量による影響が大きく，荷台の質量が列車に均等に負荷さ

れる Case1-1 において，最大荷重が最も大きくなったことが起因していると考

えられる． 

 

 

 

 

乗務員室の安全性評価項目である最大変形量は最大荷重，最大エネルギーい

ずれとも相関が認められず，Case1-4 の列車車体幅半分のオフセット条件が

Case1-1 とほぼ同等の変形量となり，Case1-5 の 1/4 のオフセット条件は 60%

程度，Case1-3 のキャビンへの衝突条件は 10%未満となった．この結果は，オ

フセット条件の場合，衝撃エネルギーを吸収できる範囲が限られるため，車体

の変形量が大きくなるが，ダンプカーの反時計回りの回転運動がより発生しや

すく，吸収すべきエネルギー量が減少したことが起因していると考えられる． 

客室の安全性を評価する 3 つの指標については，前述のように衝撃減速度は

接触荷重と相似な波形となることから，最大減速度は最大荷重と相関が認めら

れた．また，オフセット条件（Case1-4 と Case1-5）およびキャビンへの衝突

条件（Case1-3）では，Case1-1 と比較して，概ね 50%程度となった． 

図 4.8 は衝突速度 15m/s での結果であるが，11.1m/s および 22.2m/s の条件

でもほぼ同様な傾向となることを確認した．ただし，Case1-3 において，衝突

速度が上昇するほど，最大荷重と最大減速度が大きくなった．これは，キャビ

ン内部には剛体で模擬したエンジンがあり，高い衝突速度においてはキャビン

が大きく変形し，エンジンの影響が大きくなるためと思われる． 

Fig. 4.9  FE analysis results of dump-truck’s deformation. 

 

Case1-1 Case1-2 
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4.3.2 ダンプカーとの衝突角度を変化させた場合 

 

前節で最も条件が厳しかった Case1-1 において，積荷中央位置を回転軸とし

て，ダンプカーの運転台を列車に近づける方向への回転を正方向と定義し，±

5°および±10°回転させた 4 条件（Case2-1：+5°，Case2-2：-5°，Case2-

3：+10°，Case2-4：-10°）を設定した（図 4.10 参照）． この 4 条件に対し

て，列車衝突速度を 11.1m/s，15m/s，22.2m/s とした合計 12 条件で衝突解析

を実施した． 

 

 

 

 

図 4.11 に各衝突条件（衝突速度 15m/s）での全評価項目の解析結果を Case1-

1 の解析結果で正規化した結果を示す．図 4.11 より，最大変形量はダンプカー

が列車運転台に近づく方向に回転するほど大きくなり，+10°では 120%程度と

なった．また，離れる方向に回転するほど小さくなり，-10°では 85%程度とな

った．これは，ダンプカーが列車運転台に近づくほど，衝突初期において，接

触範囲が運転台周りに限定され，この接触する領域において，双方が変形して

エネルギーを吸収するため，運転台の変形が大きくなったと考えられる．衝突

速度 22.2m/s では，+10°では 103%程度，-10°では 97%程度となり，回転に

よって最大変形量が増減する割合は，列車衝突速度が大きいほど小さくなる傾

向が認められた． 

次に，最大減速度および平均減速度は，Case1-1（ダンプカー真横への衝突）

と比較して，ダンプカーが回転すると回転方向によらず 15%程度の範囲内で低

Case2-4：-10° 

Case1-1 

Load 

Case2-3：+10° 
15m/s Train model 

Driver desk 

Fig. 4.10 Rotational positional relationship between train and dump-truck. 
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下し，最大荷重と同様な傾向となった．これは，ダンプカーが回転することに

より，列車車体の進行方向に配置された主要な骨組みへの荷重負荷のタイミン

グがずれることで，骨組みの座屈が段階的に発生するためと考えられる．一方，

SIV と最大エネルギーはダンプカー回転角度に関わらずほぼ一定となった．こ

の傾向は衝突速度 11.1m/s では同様であったが，22.2m/s においては，最大減

速度および平均減速度が回転方向によらず 15%程度の範囲内で増加する結果

となり，衝突速度による違いが認められた． 

 

 

 

 

 

客室の安全性はCase1-1の列車とダンプカーが垂直に衝突する条件で解析す

れば概ね評価できるが（ただし，衝突速度 22.2m/s 程度のように高い速度の場

合はこの限りではない），乗務員室の安全性を評価する場合は，列車の運転台に

近づく方向にダンプカーが回転した場合に条件が厳しくなることを考慮する必

要がある． 

 

 

 

Fig. 4.11  FE results of each evaluation value (Case1-1, Case2-1 ~ Case2-4).  
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4.3.3 ダンプカーとの衝突速度を変化させた場合 

 

4.3.1 で最も条件が厳しかった Case1-1（衝突速度 15m/s）において，衝突速

度による影響を評価するために，5.56～33.33m/s（20～120km/h）に変化させ

て衝突解析を実施した．図 4.12 に各条件での全評価項目の解析結果を Case1-

1 の解析結果で正規化した結果および参考のために 2 次関数曲線を示す． 

 

 

 

 

 

図 4.12 より，最大荷重は衝突速度に概ね比例し，最大エネルギーは衝突速度

の 2 乗に比例する結果となった．最大変形量は，15m/s 程度までは最大エネル

ギーと相関が認められ，それ以上の速度になると，変形量の増加率が減少し，

28m/s 程度以降はほぼ一定となる傾向が認められた．最大減速度，平均減速度

および SIV は，概ね最大荷重と同様な傾向を示すが，特に SIV は衝突速度に対

して，より良好な比例関係が認められた．  

Fig. 4.12  FE results of each evaluation value (Effect of Impact velocity). 
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最大荷重および最大減速度について，それぞれ衝突速度 26m/s および 23m/s

程度で変曲点が認められる．衝突速度 20m/s 程度を超えると，開口部である乗

務員室扉が潰れきり，側構体（車体構造における側面部）が圧縮荷重を伝達す

るようになり，接触荷重および減速度の時系列波形に 2 つ目の極大値が生じる

（22.2m/s での減速度波形は図 4.7 参照）．衝突速度がさらに上昇すると，この

2 つ目の極大値が最大値となるため，最大荷重および最大減速度の上昇率が変

化し，変曲点が発生すると考えられる．最大変形量の増加率が停滞する要因も

同様である． 

 

 

4.3.4 ダンプカーの積荷質量を変化させた場合 

 

4.3.1 で最も条件が厳しかった Case1-1（積荷質量 11,000kg）において，積

荷質量による影響を評価するために，0～13,750kg に 2,750kg 刻みで変化させ

て解析を実施した．列車衝突速度は 11.1m/s，15m/s および 22.2m/s の 3 条件

とした．図 4.13に各条件（衝突速度 15m/s）での全評価項目の解析結果をCase1-

1 の解析結果で正規化した結果を示す． 

 

 

    

Fig. 4.13  FE results of each evaluation value (Effect of Load weight).  
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図 4.13 より，最大荷重は積荷質量による影響が小さく，積荷なしの場合でも

90%程度の値となった．最大エネルギーは，積荷質量が増すほど大きくなり，

積荷なしの場合，48%程度であった．最大減速度および平均減速度は，積荷質

量による影響が小さく，最大減速度と最大荷重は相関が認められる．一方，SIV

は最大エネルギーと相関が認められ，積荷質量が増すほど大きくなった．最大

変形量は，積荷質量が増すほど大きくなり，積荷なしの場合，27%程度であっ

た．衝突速度 11.1m/s および 22.2m/s の条件でもほぼ同様な傾向であった． 

乗務員室の安全性は，積荷質量が増加するほど損なわれるが，客室の安全性

については，評価指標によって異なる結果となった．すなわち，SIV での評価

では，積荷質量にほぼ比例して悪化するのに対し，平均減速度および最大減速

度での評価では，積荷質量に依存しない結果となった． 

 

 

4.3.5 ダンプカーとの上下方向衝突位置を変化させた場合 

 

ここまでの衝突解析において，列車とダンプカーの上下方向位置関係は図

4.2 に示すように，列車台枠下面とダンプカーの荷台下面の距離を 355mm で

固定してきた．列車の車両構体について，床構体が比較的強度および剛性が高

く設計されており，この床構体に対して，ダンプカーの荷台および積荷が上方

に位置する乗り上がり条件での解析であった．実際の踏切事故においては様々

な大型自動車が想定され，例えば低床車であれば列車の床構体とダンプカーの

荷台の上下方向位置が一致する可能性があり，変形挙動が大きく変化すること

が想定される． 

そこで，図 4.14 に示すように Case1-1 を基準として列車とダンプカーの上

下方向位置を変化させた 3 条件（Case3-1：Case1-1 のダンプカーを 177mm 下

げ，Case3-2：Case1-1 のダンプカーを 354mm 下げ，Case3-3：Case1-1 のダ

ンプカーを 512mm 下げ）を設定した．なお，Case3-2 は列車の床構体とダン

プカーの荷台主枠の中央高さ位置を揃えた条件（床構体と荷台主枠の衝突），

Case3-3 は列車の床構体下面とダンプカーの積荷下面の高さ位置を揃えた条

件（床構体と積荷の衝突），Case3-1 は Case1-1 と Case3-2 の中間高さの条件

である．この 3 条件に対して，列車衝突速度を 11.1m/s，15m/s，22.2m/s とし

た． 
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衝突速度 15m/sについて，図 4.15に Case1-1および Case3-2の衝突後 75ms

経過時の変形状況を，図 4.16 に各条件（衝突速度 15m/s）での全評価項目の解

析結果を Case1-1 の解析結果で正規化した結果を示す． 

 

 

 

 

Fig. 4.14  Vertical positional relationship between train and dump-truck. 

Cargo bed of dump-truck 

Case1-1 

Case3-1 

Case3-2 

Case3-3 

Fig. 4.15  FE results of deformed shape at 75ms (Left:Case1-1, Right:Case3-2). 
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Case1-1 および Case3-1 と，Case3-2 および Case3-3 では列車の変形形状が

大きく異なり，図 4.15 に示すように，前者が列車前面の曲げ変形が支配的なの

に対し，後者は列車床構体の圧縮変形が支配的となった．これは前述のように，

列車の床構体よりダンプカーの荷台が上方にある，乗り上がり条件であるか否

かによるものである． 

図 4.16 より，最大荷重は Case1-1 が最も小さく，Case3-3 が最も大きくな

り，乗り上がり量が少なくなるほど大きくなった．最大エネルギーは，Case1-

1 に対して Case3-2 と Case3-3 が 1.15 倍程度と大きくなった．最大荷重は衝

突初期の 50ms 程度までに発生することから，主要構造同士が衝突する乗り上

がり量が少ない条件ほど大きくなると考えられ，また，最大エネルギーは，床

構体の圧縮変形が支配的な条件において（Case3-2 や Case3-3，図 4.15 右の変

形モード），圧縮方向に配置された床構造の部材が効率的に変形してエネルギ

ーを吸収したため，Case1-1 に比べて大きくなったと考えられる．最大減速度

および平均減速度は，乗り上がり量に対する明確な関連性は認められないが，

Case1-1 に対して他の 3 条件では 1.2～1.3 倍程度と値が大きくなった．一方，

SIV は乗り上がり量に関わらずほぼ一定の値となった．最大変形量は，乗り上

がり量が少なくなるほど小さくなった．特に Case3-2 と Case3-3 では床構体の

変形が支配的なため，床面から 1.2m 程度の高さの変形量と定義した最大変形

量は，Case1-1 に対して 0.3 倍以下と非常に小さくなった．なお，衝突速度

Fig. 4.16  FE results of each evaluation value (Case1-1, Case3-1 ~ Case3-3). 
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11.1m/s および 22.2m/s の条件でもほぼ同様な傾向であった． 

乗務員室の安全性は，乗り上がり量が大きくなるほど損なわれるが，客室の

安全性については，評価指標によって異なる結果となった．すなわち，平均減

速度および最大減速度での評価では，乗り上がり量が大きくなると安全性が高

まるのに対し，SIV での評価では，乗り上がり量にほとんど依存しない結果と

なった． 

 

4.4 まとめ 

 

踏切事故において，列車乗務員および乗客の被害度に影響を及ぼす因子を把

握することを目的として，列車とダンプカーによる踏切事故を模擬した FEM

解析を実施した．解析では，衝突速度や衝突対象物などの各条件を変化させて，

列車とダンプカーの最大接触荷重（最大荷重），列車の最大変形エネルギー量

（最大エネルギー），乗務員室の安全性を評価するための列車運転台の最大変

形量（最大変形量），客室の安全性を評価するための列車客室中央部の衝撃減速

度（欧州基準に準拠した平均減速度，米国基準に準拠した最大減速度および乗

客の前席への衝突速度）を定量的に評価した． 

まず，乗務員室および客室の安全性について，最大荷重および最大エネルギ

との相関関係を検討した結果を表 4.1 に示す．その結果，最大減速度は最大荷

重とほぼすべての条件で相関関係が認められ，平均減速度は最大荷重とやや相

関関係が認められた．一方，最大変形量はほとんど相関関係が認められず，SIV

は衝突条件により異なる傾向となった． 

 

Tab le  4 .1 Verif ica t ion  of  the  co r re la t ion  to  max imum load  o r  maximu m energy  

衝突条件  最大変形量  平均減速度  最大減速度  S IV  

衝突  

位置  

水平  

方向  
相関なし  

最大荷重と  

やや相関  

最大荷重と

相関  

最大荷重と

やや相関  

上下  

方向  
相関なし  

最大荷重と  

やや相関  

最大荷重と

やや相関  
相関なし  

ダンプカーの  

角度  
相関なし  

最大荷重と  

やや相関  

最大荷重と

やや相関  

最大エネルギ

と相関  

衝突速度  
15m/s まで最大

エネルギと相関  

最大荷重と  

相関  

最大荷重と

相関  

最大荷重と

やや相関  

ダンプカーの  

積荷質量  

最大エネルギと

やや相関  

最大荷重と  

やや相関  

最大荷重と

相関  

最大エネルギ

と相関  
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次に，乗務員室および客室の安全性について，各衝突条件による影響につい

て検討した結果を表 4.2 に示す．なお，列車衝突速度によらず同じ傾向であっ

たものを示す．その結果，乗客の被害度に影響を及ぼす踏切衝突事故の因子と

して，ダンプカーとの水平方向衝突位置と衝突速度による影響が比較的大きく

なり，SIV による評価では，さらに積荷質量も大きな影響因子であることが明

らかになった．衝突角度や上下方向衝突位置は，これらに比べて影響は小さく

なった．乗務員の被害度については，衝撃箇所に近いため，すべての因子に影

響を受ける結果となった． 

 

Tab le  4 .2 Evalua t ion  o f  ef f ec t  of  var ious  co l l i s ion  condi t ions  on  the  saf e t y o f   

t ra in  d r iver  and  occupan ts  

衝突条件  乗務員の生存空間の変形量  乗客の被害度  

衝突  

位置  

水平  

方向  

・積荷へのフルラップと 1/2 オフセット

で同等，1/4 オフセットで 0 .6 倍程度  

・キャビンへの衝突は変形量小  

積荷へのフルラップに対し，1/2

オフセットで 0 .5 倍，1/4 オフセッ

トで 0 .4 倍程度，キャピンで 0 .5

程度 （平均減速度と SIV）  

上下  

方向  

乗り上がり条件に対し，乗り上がりな

しで 0 .2～0 .4 倍程度  

乗り上がり条件に対し，乗り上

がりなしで 1 .1～1 .5 倍 （平均減

速度と最大減速度 ）または，同

等 （SIV）  

ダンプカーの  

角度  

列車運転台に近づく方向に回転する

と増加 （～1 .3 倍程度 ）  
影響なし（SIV）  

衝突速度  
80km/h まではほぼ比例して増加，そ

の後緩やかに増加  
ほぼ比例して被害度増加  

ダンプカーの  

積荷質量  

ほぼ比例して増加  

 

大きな影響なし（平均減速度と

最大変速度 ）または，ほぼ比例

（SIV）  

 

本章では，客室の安全性を評価する指標として，欧米の基準で用いられる 3

つの評価指標を採用したが，衝突条件によっては，3 指標による評価結果が異

なった．我が国における安全性評価指標の設定を考慮すると，これらのうち最

も有用な評価指標を明示する必要があると考えられる．その 1つの手段として，

実際に乗客がどの程度負傷するかを判断材料として，3 つの指標による評価結

果の妥当性を確認することが可能である． 

次章以降では，実際に乗客がどの程度負傷するかを評価する方法について検

討する． 
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第 5 章 列車衝突事故時の着座乗客傷害度評価 

 

5.1 はじめに 

 

鉄道車両が大型自動車などと衝突した場合，客室内では衝撃減速度によって

乗客が進行方向に投げ出され，内装品と衝突（以後，2 次衝突と呼ぶ）して負

傷する可能性がある．この時の乗客の挙動や負傷する箇所，負傷の程度を検討

することは，乗客の安全性向上の観点から極めて重要である．一方，実際の衝

突を検討する場合，客室内には様々な内装品があり，乗客の姿勢も様々である

ため，多くの状況が考えられる．内装品のうち，乗客用の腰掛けに関しては，

旅客用腰掛に関する日本工業規格（日本規格協会，2015）があり，強度に関し

ては，利用時に発生する力に対する静的強度試験方法の規定があるが，2 次衝

突対策としては，けがの原因となる可能性のある箇所を丸くすること，あるい

はその箇所に緩衝材を付けることの記述に留まっている．そのため，衝突事故

時において，乗客が 2 次衝突により負傷する部位やその程度など，具体的な被

害状況や負傷原因を明確にすることは意味あることと考える． 

2 次衝突時の乗客被害を検証する方法として，乗客を模擬した人体ダミー人

形とシートなどの内装品をスレッド（土台）上に設置し，スレッドに衝撃加速

度を負荷するスレッド試験がある．スレッド試験はシートの塑性変形や破損を

伴い，多数の試験を実施するには多大なコストを必要とする．また，試験では，

センサーの取付けなどに限りがあるため，ダミー人形およびシートの衝撃挙動

の詳細を把握することは困難である．一方，FEM 解析による検証は，多くのケ

ーススタディが実施可能であり，さらには詳細な情報が得られ，試験結果をよ

り深く検証できる．FEM 解析では，汎用のダミーモデルを用いるが，自動車用

に開発されたため，シートベルトやエアバッグ使用を前提としたものであり，

他の用途に用いる場合にはダミーモデルの挙動や傷害値の妥当性について確認

が必要である． 

スレッド試験による乗客の安全性に関する研究は，欧州や米国で多く，特に，

欧米での採用が多い固定式のクロスシートに着座した乗客の 2次衝突時の安全

性評価に関する研究が多数なされている（Tyrell et al., 1998）（Severson et al., 

2005）（Fidanza et al., 2008）（Carvalho et al., 2011）．また，我が国において
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も，ロングシートに着座した乗客の袖仕切りへの衝突（Nakai et al., 2015a），

立位乗客の床面への衝突（Nakai et al., 2015b），クロスシート着座乗客の客室

仕切りへの衝突（田口他，2014）などが検討されている． 

しかしながら，我が国において在来線特急車両等に多く採用されている回転

リクライニングシートに着座した乗客を対象とした報告は認められない．これ

は，回転リクライニングシートが複雑な構造で可動部が多いため，固定式と比

較して，シートをモデル化するのがより困難であることが一つの要因と考えら

れる．乗客の安全性は，固定式のクロスシートとは異なる可能性があり，それ

故，衝突事故時において，回転リクライニングシートに着座した乗客が，2 次

衝突により負傷する箇所やその程度など，具体的な被害状況や負傷原因を，ス

レッド試験や数値解析により明確にすることは極めて重要である．回転リクラ

イニングシートの衝撃挙動を精度良く再現し，着座した乗客が前席に衝突する

状況での乗客の傷害値を，数値解析を用いて評価することができれば，より安

全なシートを検討することが可能になると考えられる． 

本章では，回転リクライニングシートに着座した乗客が前席の背面に衝突す

るケースを最も基本的な状況の 1 つとして検証対象とする．まず，複雑な構造

である回転リクライニングシートの衝撃強度特性を把握すること，および 2 次

衝突時の乗客被害を精度良く評価できるシート単体の FEM 解析モデルを構築

することを目的として，背面から半球状のインパクタを衝突させる打当て試験

を実施する．次に，鉄道車両が大型自動車と衝突した際の乗客およびシートの

挙動，乗客が衝突する箇所と衝突による傷害値を把握することを目的として，

スレッド試験を実施し，ダミー人形の傷害値が比較的大きくなる部位を特定す

る．さらに，スレッド試験に相当する FEM 解析を実施して試験結果と比較検

討することにより，ダミーモデルの各傷害値の解析精度を検証するとともに，

各試験条件による傷害値の差異の原因について考察する．最後に，試験および

解析による検証結果から，より安全なシートを設計するための指針を示す． 
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5.2 回転リクライニングシートの衝撃強度特性評価 

5.2.1 回転リクライニングシート供試体 

 

本研究で評価対象とした腰掛けは，図 5.1 に示す我が国における標準的な在

来線特急列車用回転リクライニングシート（以後，シートと呼ぶ）である．背

面からの衝撃荷重負荷時の基本的なシートの強度特性を取得すること，および

シートに衝突した際の乗客を模擬した人体ダミー人形の基本的な挙動把握と傷

害値を取得することを目的としているため，試験の再現性の確保の観点で，背

面のドリンクホルダ，網袋，テーブル，ラッチを取り外した．なお，打当て試

験用供試体は背面カバーなし，スレッド試験用供試体は背面カバーありとした．

これは，スレッド試験時は脛が背面カバーに衝突することが考えられるが，打

当て試験時は強度上特に影響しないと判断したためである． 

 

 

 

Fig. 5.1  Rotating and reclining seat specimen. 

 

 

5.2.2 回転リクライニングシートの打当て試験 

 

図 5.2 に示すように，剛体壁に固定治具を介してシートを取付け，衝突事故

時に乗客の膝が衝突すると想定される位置（床から 500mm）に半球状のイン

パクタ（直径 165mm，質量 6.8kg）を速度 6m/s 程度で衝突させる条件（以後，

Back cover

Table

Latch
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膝衝突条件と呼ぶ）と，頭部が衝突すると想定される位置（床から 913mm）に

インパクタを速度 10m/s 程度で衝突させる条件（以後，頭部衝突条件と呼ぶ）

の 2 条件にて試験を実施した．なお，インパクタ速度と衝突位置は 5.3 で示す

スレッド試験の事前解析により，頭部または膝がシートに衝突する速度と位置

を推定して決定した．計測項目は，インパクタの加速度，進行方向変位，シー

ト各部の加速度とひずみ，高速度カメラによる全体の変形挙動である． 

 

 

 

Fig. 5.2  Impact test condition. 

 

 

それぞれの試験後のシートの変形状況を図 5.3 に，荷重－変位曲線を図 5.4

に示す．なお，荷重はインパクタ進行方向の加速度と質量の積で，変位はイン

パクタ進行方向変位である． 

図 5.3 より，いずれの条件も，インパクタの衝突位置近傍に局所変形が認め

られた．頭部衝突条件においては，図 5.3（b）に示すように，シートの回転を

止める受け金具がストッパを乗り越えた．この挙動については，後ほど高速度

カメラの画像から検証する． 

 

 



57 

 

Fig .  5 .3   Tes t  resu l t s  of  defo rmed  shape .   

 

 

 

(a)  Knee Impact condition 

(b)  Head Impact condition 

Stopper 

Initial position 

Over ride 
Receiver 

Local deformation 

Local deformation 

Back bar of  
seat frame 
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図 5.4 より， 1 つめの極大値は膝衝突条件が 2.5kN，頭部衝突条件が 5kN 程

度となり，一旦荷重が低下した．その後，膝衝突条件では，変位 50mm で 4.5kN

程度まで荷重が上昇し，インパクタが反射して戻された．頭部衝突条件では，

変位 60mm で 5kN 程度まで荷重が上昇した後，1kN 程度まで大きく減少し，

この荷重を維持して最終的に変位 140mm 程度でインパクタが戻された． 

ここで，頭部衝突条件についてより詳細な検証をするために，荷重および変

位と時間との関係を図 5.5 に，代表的な時刻における高速度カメラ画像（シー

トの変形状況）を図 5.6 に示す．なお，時間は荷重の立ち上がりを時刻 0 とし

た．１つめの極大値が見られる時刻 3ms では図 5.6（b）のようにシート全体に

明瞭な挙動が見られず，慣性の影響により，背ずり背面の金属板の局所的な変

形が進行した．その後，背ずり全体の変形が進行して荷重が低下し，時刻 11ms

では 1kN 程度となり，図 5.6（c）のようにシートの後傾斜がなくなりほぼ直立

状態となった．さらに，シート全体で荷重を受けるモードとなって前傾し，時

刻 34ms では図 5.6（d）の変形状況となった．この時，シートの回転を止める

受け金具がストッパを乗り越え（図 5.3（b）参照），回転機構により 20mm 程

度左回転した状態で停止した．膝衝突条件も同様な挙動であり，慣性の影響に

よる荷重の極大値が 2.5kN 程度，シート全体で荷重を受けるモードでは 4.5kN

程度となった． 

Fig. 5.4  Load - Displacement relation. 
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Fig. 5.5  Load, Displacement - Time relation( Head Impact Condition ). 

Fig. 5.6  High speed camera images of impact test (Head impact condition).  

(a)  0ms (before impact) (b)  3ms after impact (c)  11ms after impact (d)  34ms after impact 
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5.2.3 打当て試験を模擬した FEM 解析 

 

打当て試験で使用したシートを対象として，FEM 解析モデルを構築した．金

属や樹脂板等は要素ピッチ 12mm を基本とするシェル要素，鋳物やクッション

等はピッチ 13mm を基本とするソリッド要素で構成した．なお，解析には汎用

の陽解法有限要素解析プログラム PAMCRASH を使用した． 

構築した解析モデルを用いて，図 5.7 に示すように，打当て試験の頭部衝突

条件および脚部衝突条件に相当する解析を実施した．それぞれの条件における

荷重－変位曲線を試験結果とあわせて図 5.8 に示す． 

 

 
Fig. 5.7  FE seat model. 

 

図 5.8 より，いずれの条件も荷重の立ち上がり波形や慣性の影響による極大

値が良く一致しているのをはじめ，全体の応答が概ね整合した．一方，膝衝突

条件での解析において，変位 30mm 以降の剛性が低く推移していることが違い

として挙げられる．この原因として，数値解析のパラメータスタディより，背

ずりのクッション材の材料特性，クッション材と背ずり背面の金属板との接着

剤の特性による影響が大きいと考えられる．ただ，5.3 で述べる人間の傷害評

価のうち，膝（大腿部）傷害値は１つめの極大値が重要であることから，傷害

評価において，この違いは問題とはならないと考えられる． 

これらのことから，乗客の頭部および膝が衝突した際の変形挙動を精度良く

再現できるシートの解析モデルが構築できたと考えられる． 

Impactor

Fixed
(b) Knee impact condition(a) Head impact condition
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Fig. 5.8  Comparison of Load - Time relation. 

 

(a) Head impact condition 

(b) Knee impact condition 
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5.3 回転リクライニングシートに着座した乗客を想定

したスレッド試験 

5.3.1 スレッド試験方法 

 

シートと乗客を模擬した前面衝突試験用人体ダミー人形（Hybrid-Ⅲ50th，

以後，ダミー人形と呼ぶ）を用いて，スレッド試験を実施した．図 5.9 に示す

ように，レール①上にあるスレッド②にはワイヤーを介して錘④が取付けられ

ている．まず，スレッド上に供試体を搭載した後，ウインチ③にて，位置⑤(ス

レッド切離し装置)までスレッドを移動させる．次に，スレッドとウインチを切

離すことで，錘によってスレッドは加速され，スレッドが停止材⑥と衝突して

急停止し供試体に衝撃加速度が負荷される． 

 

 

 

 

Fig. 5.9  Sled test equipment. 

Moving direction 

②Sled 

⑥Stop wire 

④Mass 
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③Winch 

⑤Sled release device 
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試験条件は表 5.1 に示す 4 条件とした．1A および 1B 条件ではダミー人形 1

体を進行方向に向かって右側（窓側）に着座させた．これは，1 人着座の場合，

窓側の着座頻度が比較的高いと考えたものであり，左側に回転ペダルがある．

2A および 2B 条件ではダミー人形を 2 体着座させた．入力加速度波形は 1A お

よび 2A が最大 7G を，1B および 2B が最大 14G を目標とする波形とした（以

後，それぞれ 7G 波形，14G 波形と呼ぶ）．各試験条件で目標とする衝撃加速度

波形を図 5.10 に示す．7G 波形は過去の踏切重大事故の統計調査結果から，22

トンの大型トレーラの側面に速度 15m/s で列車が衝突する解析（沖野他，2012）

を実施して得られた客室内の衝撃加速度波形を基に，当該スレッド試験装置で

再現可能な範囲で設定した．また，後の 5.3.2(1)に示すように，7G 波形ではダ

ミー人形の各傷害値が限度値に対して低かったため，より厳しい 14G 波形も試

験条件に加えた． 

いずれの条件とも，ダミー人形を座らせる座席と衝突させる座席はいずれも

進行方向を向き，相互の間隔は一般的な値（960mm）とした．1A 条件での試

験状況を図 5.11 に示す．ダミー人形の額，手，膝，脛および靴には，試験後の

衝突箇所が分かるようにペイントを施した． 

 

Tab le  5 .1   Tes t  cond i t ion .  

Test condition 1A 2A 1B 2B 

Number of 
Dummy 

1（Right 
side） 

2 
1（Right 

side） 
2 

Input pulse 7G pulse 7G pulse 14G pulse 14G pulse 

  

 

 Fig. 5.10  Target input pulses. 
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計測項目は，スレッドの加速度，ダミー人形の頭部，胸部加速度および大腿

部荷重，シート各部の加速度とひずみおよび取付け部の荷重，ならびに高速度

カメラによる全体の映像である．シート各部の加速度とひずみおよび取付け部

の荷重については，ここでは詳細には触れないが，各部の時々刻々の挙動評価

や解析との比較に活用した． 

道路運送車両の保安基準（交文社，2009）では，前面衝突時，乗員保護の技

術基準として，ダミー人形の傷害評価は HIC（Head Injury Criterion），胸部

合成加速度の累積時間 3ms の値，大腿部荷重の 3 つの指標が定められている．

本研究では，これらの指標を頭部傷害値（HIC36），胸部傷害値（3msG），大腿

部傷害値（大腿部荷重）と定義する．頭部，胸部傷害値は加速度から，大腿部

傷害値は荷重から求めた．これらの指標に対して，道路運送車両の保安基準で

は，限度値を HIC36 では 1000 以下，3msG では 60G 以下，大腿部荷重では

10kN 以下と定めており，本試験においてもこれらを準用した． 

なお，試験実施回数の制約から，同条件での複数回の試験実施による試験結

果の再現性の検証はできなかったが，試験結果に影響を及ぼすと考えられるダ

ミー人形の初期位置と姿勢，および入力加速度波形が同等となるように試験設

定を行った． 

 

Fig. 5.11  Test situation (1A condition). 

Paint 

Sled 

Target mark 
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5.3.2 スレッド試験結果 

 

図 5.12 に 4 条件で行った試験より得られた入力加速度波形（スレッド減速

度波形）を示す．なお，入力加速度の立ち上がり時刻を時刻 0 とする．同図よ

り 7G 波形は目標波形とほぼ一致したが，14G 波形は後半の加速度が目標値よ

り低めとなった．ただし，1A および 2A 条件（7G）ならびに 1B および 2B 条

件（14G）の波形には良好な再現性が認められる．以後，入力波形毎に結果を

示す． 

 

 

Fig. 5.12  Test results of input pulses. 

(a)  7G pulse 

(b)  14G pulse 
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（1）7G 波形 

表 5.2 に 7G 波形の各試験条件におけるダミー人形の傷害値の結果一覧を示

す．表 5.2 より，今回の試験条件において，各ダミー人形の傷害値が前述の限

度値を超えることはなかった．頭部傷害値は 1 人着座が 65，2 人着座は左右ほ

とんど差がなく 120～130程度であり，限度値 1000に対して十分小さかった．

胸部傷害値はいずれも 10G程度で限度値 60Gに対して十分小さかった．なお，

今回は胸部が直接シートに衝突することはなかった．大腿部傷害値は 1 人着座

の方が大きく，左大腿部で 5.4kN，2 人着座の最大値は 3.6kN となり，最大で

も限度値 10kN の 54%程度となった． 

 

Tab le  5 .2 Tes t  resu l t s  o f  in ju ry va lue  (7G) .  

Test condition 1A 2A 

Dummy 
Right 
side 

Left 
side 

Right 
side 

HIC36 
Threshold value 1000 

65 130 120 

3msG 
Threshold value 60G 

9.7G 9.5G 10.4G 

Femur load 
Threshold value 10kN 

Left 5.4kN 2.8 kN 3.4 kN 

Right 3.4kN 3.6 kN 2.4 kN 

 

1A 条件について，図 5.13 にダミー人形の頭部，胸部加速度および大腿部荷

重波形の時刻歴を，図 5.14 にダミー人形の膝（または脛）および頭部がシート

に衝突した時の高速度カメラ画像を示す．また，2A 条件も同様に，それぞれ図

5.15，図 5.16 に示す．さらに，図 5.17 および図 5.18 に，それぞれ 1A および

2A 条件における試験後の状況とダミー人形の脛，膝，頭部が衝突した箇所を示

す．なお，図 5.13 および図 5.15 の大腿部荷重は負の値が圧縮を示す． 

図 5.13～5.18 より，いずれの条件も，まず脛および膝が時刻 125ms 付近で

背ずり下部に衝突し，これによりシートとダミー人形がともに前傾し，時刻

190ms 辺りで頭部が背ずり上部に衝突した．膝衝突時に，5.2 節の打当て試験

と同様，受け金具がストッパを乗り上がり（本来は，受け金具とストッパによ

りシートの回転を止める），1A 条件では，シートの右側のみの衝突のため，シ

ートが回転し，頭部が衝突した後，ダミー人形は側方に倒れ込んだが，2A 条件

では，2 体のダミー人形がほぼ同時にシートに衝突するため，頭部が衝突した

後も，シートは回転せずダミー人形は後方に戻された．そのため，2 人着座は

ほぼ背ずり中央に頭部が衝突したのに対し，1 人着座は左にずれて衝突した． 
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Fig. 5.13  History of head and chest acceleration, femur load (1A condi t ion) .  

(c)  Femur load 

3msG＝9.6G HIC36＝65 

(a)  Head  acceleration (b)  Chest acceleration 

Fig. 5.14  High speed camera images of sled test (1A condition). 

 

At knee or shin impact （126ms） At head impact （189ms） 
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Fig. 5.15  History of head and chest acceleration, femur load (2A condition). 

 

Fig. 5.16  High speed camera images of sled test (2A condition). 

 

(a)  Right dummy’s behaviour 

At knee or shin impact（125ms） At head impact（192ms） 

At knee or shin impact（128ms） At head impact（197ms） 

(b)  Left dummy’s behaviour 
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表 5.2 のように 1 人着座の頭部傷害値が 2 人着座のそれよりも低くなったの

は，シートの回転により背ずりが逃げる方向に挙動したことと，比較的強度の

高いプラスチック製ヒンジ部より離れた位置に衝突したことによる影響と考え

られる．大腿部傷害値に左右の足で差が発生したのは，靴が前席の脚台に衝突

することによって，脛および膝がシートに衝突するタイミングがずれ（図

5.13(c)および図 5.15(c)参照），先に衝突した方が大きくなること，および背ず

りの取り付け方に起因する背ずり剛性の違いが要因と考えられる． 

 

 

Fig. 5.17  Situation after sled test and dummy’s impact point (1A cond i t ion ) .  

Seat rotated 

Dummy fell down 

Override the stopper Shin impact point 

Knee impact point 

Head impact point 
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Fig. 5.18  Situation after sled test and dummy’s impact point (2A condition). 

Knee impact point 

Head impact point 

Shin impact point 

Left Right 
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（2）14G 波形 

14G波形の各試験条件におけるダミー人形の傷害値の結果一覧を表 5.3に示

す．表 5.3 より，すべての傷害値が 7G 波形の試験結果よりも大きくなり，1B

条件における左大腿部傷害値が限度値を超えた．ただし，それ以外は限度値を

超えなかった．頭部傷害値は 1B 条件が 288，2B 条件の左側ダミーが 219，右

側ダミーが 161 であり，限度値 1000 に対して 29%弱と小さかった．胸部傷害

値は 1B 条件が 50.5G と限度値 60G に対して 84%と大きくなったが，2B 条件

では 33%程度であった．いずれも胸部が直接シートに衝突することはなかった．

胸部傷害の主なメカニズムは，胸部への鈍的外力時の肋骨や内臓の変形を伴う

胸郭の直接圧縮である（社団法人自動車技術会，2006）ため，今回は評価対象

とはならない．大腿部傷害値は 1B 条件が 12.8kN と限度値 10kN に対して

128%となり限度値を超えた．2B 条件では最大値が 6.6kN となり，66%程度と

なった． 

 

 

Table 5.3 Test results of injury value (14G) . 

Test condition 1B 2B 

Dummy 
Right 
side 

Left 
side 

Right 
side 

HIC36 
Threshold value 1000 

288 219 161 

3msG 
Threshold value 60G 

50.5G 12.3G 20.0G 

Femur load 
Threshold value 10kN 

Left 12.8kN 4.7 kN 6.6 kN 

Right 5.9kN 5.6 kN 5.3 kN 

 

 

1B 条件について，図 5.19 にダミー人形の頭部，胸部加速度および大腿部荷

重波形の時刻歴を，図 5.20 にダミー人形の膝（または脛）および頭部がシート

に衝突した時刻 109ms，163msと時刻 250msでの高速度カメラの画像を示す．

また，2B 条件についても同様に，それぞれ図 5.21，図 5.22 に示す．さらに，

図 5.23 および図 5.24 に，それぞれ 1B および 2B 条件における試験後の状況

とダミー人形の脛，膝，頭部が衝突した箇所を示す．なお，図 5.20 および図

5.22 におけるベルトは，ダミー人形の頭部が前席に衝突し，さらに前方へ進行

した際に，ダミー人形を含め試験装置を破損しないことを目的として，ダミー

人形を拘束するよう設置したものであり，各部傷害値結果に影響を与えるもの

ではない． 
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Fig. 5.19  History of head and chest acceleration, femur load (1B condition). 

 

Fig. 5.20  High speed camera images of sled test (1B condition). 

 

Belt

250msAt knee impact （109ms） At head impact （163ms）

(a)  1B condition Right dummy’s behaviour

(b)  2B condition Right dummy’s behaviour

(c)  2B condition Left dummy’s behaviour

250msAt knee impact （108ms） At head impact （194ms）

250msAt knee impact （109ms） At head impact （203ms）

At knee or shin impact（109ms） 
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Fig. 5.21  History of head and chest acceleration, femur load (2B condition). 
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Fig. 5.23  Situation after sled test and dummy’s impact point (1B cond i t ion ) .  

Head impact point

Rupture of  rivet

Shin impact point

Knee impact point

Seat rotated

Dummy fell down

Fracture of  left shin

Deformed 
pedestal

Fig. 5.22  High speed camera images of sled test (2B condition). 

 

250ms At knee or shin impact (108ms) At head impact (194ms) 

250ms At knee or shin impact (109ms) At head impact (203ms) 
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Fig. 5.24  Situation after sled test and dummy’s impact point (2B cond i t ion ) .  

 

 

図 5.20 より，1B 条件では脛および膝がシート背面下部に衝突し（この時，

図 5.23 のように背ずり背面のリベット部が破断したと推定される），これによ

りシートが前傾して回転し，時刻約 163ms で頭部が背ずり背面上部に衝突し

た．その後もダミー人形の進行が止まらず，シートは 90°以上回転し，時刻約

250ms ではベルトによりダミー人形が拘束された．最終的には図 5.23 のよう

にダミー人形は右側方に転倒した．なお，図 5.19(c)の左大腿部荷重の波形は最

大荷重 12.8kN の後，急激に荷重が低下した．試験後にダミー人形を調査した

ところ，左脚の膝関節下部の脛の溶接部が破断しており．これが荷重低下に影

響したと推定される．図 5.23 に示すように，脛が衝突したバックカバーは内側

に，比較的剛性および強度が高いシートフレームがあるため，膝が衝突した背

ずり下部と比較して変形量が小さくなった．これにより，膝下に著大なせん断

力が発生したことが破断の原因と考えられる．また，前述の通り，胸部傷害値

が 50.5G と限度値 60G に対して 84%と大きくなったが，図 5.19(b)における胸

部加速度の著大値の原因成分は進行方向成分ではなく，主に上下方向成分によ

るものであった．胸部加速度の上下方向成分が大きくなった原因は特定できず，

Head impact point

Shin impact point

Knee impact point

Bent forward

Dummy fell down

Break of welded parts
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計測不良の可能性も考えられる． 

図 5.22 より，2B 条件では左右 2 体ほぼ同時に衝突するため，シートはほと

んど回転しないが，シートの脚台が前方へ大きく変形して破断し（図 5.24 参

照），時刻約 250ms ではベルトによりダミー人形が拘束された．最終的には図

5.24 のようにダミー人形は左右いずれも側方に転倒した．いずれの条件もベル

トがなかった場合，ダミー人形は前方へ飛び出すと推測される． 

大腿部傷害値の左右差および 1 人着座の方が大きくなる傾向は 7G 波形と同

様であった（表 5.3 参照）が，頭部傷害値は 1 人着座の方が大きくなった．こ

れは，14G 波形の 2 人着座ではシートの脚台が破断し，シートが大きく前傾し

た状態で頭部が衝突したためと考えられる． 

 

 

5.3.3 スレッド試験結果のまとめ 

 

スレッド試験結果から，今回の試験条件（テーブルがない等）において着座

乗客が前席に衝突することによって重傷となる可能性が高いのは，大腿部であ

り，2 人着座よりも 1 人着座の方が傷害値が高くなることが明確となった（理

由については，5.4 節の解析にて示す）．また，膝が衝突する背ずり下部と比較

して脛が衝突するバックカバー部（シートフレーム）の強度剛性が高いため，

膝下に著大なせん断力が発生する可能性があることが分かった．一方で，膝等

との衝突により背ずりが前方へ傾斜する過程で頭部が衝突するため，頭部は重

傷となる可能性は低いことが明確となった．ただし，衝撃加速度が大きくなる

と前席の変形や回転により，乗客を受け止められず，前方へ飛び出す可能性が

ある．この場合，他の内装品に衝突して重傷となる可能性が考えられる． 
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5.4 スレッド試験に相当する FEM 解析 

 

5.4.1 着座シートモデルの材料特性 

 

スレッド試験相当の FEM 解析を実施するにあたり，ダミー人形の飛び出し

挙動を検証した．これは最終的に得られる頭部傷害値や大腿部傷害値の精度に

対して，ダミー人形の衝突位置や角度が強く影響することによる．ダミー人形

の飛び出し挙動は，着座時の座ぶとんの沈み込み量が重要であるため，座ぶと

ん単体の強度試験より荷重－変位特性を取得して座ぶとんモデルに反映させ，

図 5.25 の解析モデルでダミー人形の自重による着座時の状態を解析した．シ

ートモデルは変形を考慮できる FEM モデルであり，ダミーモデルは剛体モデ

ルである．図 5.26 に座ぶとんの上下方向変形量の解析結果（コンター図）を示

す．赤色の部分が変形量の大きい箇所である． 

次に，ダミー人形の飛び出し方向に着目し，着座状態を初期状態として 2A 条

件のスレッド試験に相当する条件で解析を実施した．ダミー人形が前席に衝突

する前までの挙動の解析結果を図 5.27(a)に試験結果と併せて示す．挙動比較は

図 5.11 に示したターゲットマークの軌跡で行い，図 5.27 中の背景のダミー人

形はターゲットマーク位置を明示するための参考図であり，赤丸印はダミー人

形に貼付した 12 箇所のターゲットマークの始点である．図 5.27(a)より，着座

時の初期姿勢は一致しているが解析による軌跡は試験結果に比べて飛び出し角

度が低くなった．この差異の原因が座ぶとんの硬さによるものと考え，座ぶと

んの材料物性をひずみ速度依存性を考慮したものに変更した．ひずみ速度依存

性を考慮した解析と試験の挙動比較結果を図 5.27(b)に示す．飛び出し角度はほ

ぼ一致し，試験結果と同等の挙動となった．それ故，この補正により頭部傷害

値や大腿部傷害値などの最終的な計算結果の信頼性が向上したと考えられる．  
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Fig. 5.25  FE model of sled test. 

 

Dummy model

Seat Bottom

Fig. 5.26  FE analysis result of seat bottom’s deformation at seating. The con tour  

shows the  ver t i ca l  defo rmat ion  of  the  sea t  bo t tom.  

 

Input acceleration pulse (Fig. 5.12) 
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(a) no reflect strain-rate dependence of seat bottom 

  

(b) reflect strain-rate dependence of seat bottom 

  
Fig. 5.27  Comparison of dummy’s behaviour (2A condition). 
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5.4.2 スレッド試験に相当する FEM 解析 

 

5.2.3 で構築したシート解析モデルと，前面衝突用のダミー人形を模擬した

FEM 剛体ダミーモデル（以後，ダミーモデルと呼ぶ）（PAM-SAFE User’s 

Manual, 2000）を用いて，図 5.25 に示すようにスレッド試験に相当する衝突

解析を実施した．各解析の入力波形は図 5.12 に示す試験結果（スレッド減速度

波形）を用い，各試験結果に応じてダミーモデルの初期姿勢を調整した．それ

ぞれの条件におけるダミーモデルの傷害値の解析結果を試験結果（括弧書きで

表示）とあわせて表 5.4 に，各傷害値を限度値で除した結果を図 5.28 に示す． 

 

Table 5.4 Comparison of injury value between FE analyses and Tests. 

 

 

表 5.4 および図 5.28 より，頭部傷害値は試験結果と比較して概ね低い値とな

り，7G 波形の試験では最大 60（46%）の誤差，14G 波形の試験では最大 105

（36%）の誤差となった．一方，胸部傷害値は 1B 条件がやや大きい誤差 31G

（61%）であったが，それ以外はほぼ一致した（ただし，今回の条件では胸部

がシートに直接衝突することはなかった）．解析においては，1B 条件のスレッ

ド試験で生じた高い胸部傷害値を再現できず，その原因を特定することはでき

なかった．また，大腿部傷害値は１人掛けである 1B および 1A 条件は良く一

致したが，２人掛け条件はすべてスレッド試験より高い値となり，2A 条件では

最大 1.1kN（31%）の誤差，2B 条件では最大 2.0kN（30%）の誤差となった．

これは，ダミーモデルが２体ほぼ同時に衝突するため，初期姿勢の僅かな違い

が相互に影響を及ぼし，解析の再現性が低下したためと考えられる． 

Test condition 1A 2A 1B 2B 

Dummy Right side Left side Right side Right side Left side Right side 

HIC36 

Threshold value 1000 
54(65) 70(130) 63(120) 183(288) 153(219) 169(161) 

3msG (G) 

Threshold value 60 
11.1(9.7) 11.0(9.5) 9.4(10.4) 19.5(50.5) 21.9(12.3) 22.2(20.0) 

Femur Load (kN) 

Threshold value 10 

Left 4.8(5.4) 3.2(2.8) 4.2(3.4) 12.7(12.8) 6.4(4.7) 8.6(6.6)  

Right 3.4(3.4) 4.7(3.6) 2.9(2.4) 6.1(5.9) 7.3(5.6) 6.8(5.3) 

Note: Figures in brackets show the test results. 
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(b) 14G pulse 

  
Fig. 5.28  Comparison of injury-value / threshold-value between FE analyses and Tests. 

(a) 7G pulse 
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次に，ダミーモデルの膝または脛，および頭部がシートに衝突する時刻付近

での状況を図 5.29，図 5.30 に示す．図 5.29 と図 5.14 および図 5.16 を比較す

ると，膝または脛衝突および頭部衝突の時刻やダミーモデルの姿勢は概ね一致

しており，ダミーモデルを用いた本解析はスレッド試験の結果を精度良く解析

できていると考えられる．また，いずれの条件も試験結果と同様に，受け金具

がストッパを乗り越え，1A 条件では回転する状況が再現できた． 

図 5.30 と図 5.20 および図 5.22 を比較すると，膝または脛が衝突した時の時

刻やダミーモデルの姿勢は概ね一致しているが，頭部衝突時，ダミーモデルは

脚を抱え込むような姿勢となり，ダミーモデルの太腿部と腹部が干渉した（2B

条件でより顕著であり，頭部衝突時間が 20ms 程度早くなった）．これは，ダミ

ーモデルの各部が相互の接触を考慮しない剛体要素で構成されているためであ

る．ただし，最終的なシートの回転や前傾，ダミー人形の前方への挙動は再現

できた． 

 

 

 

 

 

Fig. 5.29  FE analysis results of dummy’s behavior (1A and 2A condition). 

At knee or shin impact（134ms） 

At knee or shin impact（130ms） 
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以上の結果から，剛体要素で構成されたダミーモデルを使用する本解析手法

では，今回のように脚を抱え込むような姿勢となる条件について，姿勢や頭部

傷害値の絶対値を再現することは困難である．一方，図 5.28 に示すように，限

度値に対する各部位の傷害値の割合を評価する場合には概ね良好な精度が確保

されていると考えられる．特に大腿部傷害値については，１人掛けの条件の誤

差が-0.6～+0.2kN（-11～+3%）の範囲なので，絶対的な傷害値を評価するのに

十分な精度がある．今後の課題として，図 5.28 において，頭部傷害値は限度値

に対して 30%以下と大幅に低い試験結果であり，これに基づく解析精度の評価

が困難であるため，頭部傷害値が限度値に近くなる条件での試験結果との比較

が必要と考えられる． 

Fig. 5.30  FE analysis results of dummy’s behavior (1B and 2B condition). 

At knee or shin impact（108ms） 

At knee or shin impact（108ms） 
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5.3.2 のスレッド試験結果において，重傷となる可能性が高いのは大腿部で

あり，2 人掛けよりも 1 人掛けの方が傷害値が高くなることおよび膝下に著大

なせん断力が発生する可能性があることを示した．これらを検証するために，

2A 条件の解析モデルの左側ダミーモデルを削除し，その他の条件を同等とし

た解析を実施した．その結果，右側ダミーモデルの左および右大腿部傷害値が

それぞれ 4.2kN が 5.0kN に，2.9kN が 3.5kN に増加し，1 人掛けの方が傷害

値が高くなることを確認した．さらに，2A 条件の解析において，図 5.31 に示

すように背ずり（主に膝と衝突）およびシートフレーム（主に脛と衝突）がダ

ミーモデルの足と衝突した際の接触荷重を計算した． 

ダミーモデルがシートと衝突した際の応力コンター図を図 5.32 に，右側ダ

ミーモデルの接触荷重波形を大腿部荷重波形とあわせて図 5.33に示す．図 5.32

および図 5.33 より，大腿部荷重はシートフレームと脛との接触によって発生

し，シートフレームのうち，背面カバーの内側にあるバックバーの影響が大き

いことが分かった．バックバーは左右座席を貫通した一本の棒であるため，2 人

掛けの条件では 2 体のダミー人形が分担して前方に押し出すことになる．その

ため，2 人掛けの方が大腿部傷害値が低下したと考えられる． 

 

 

 

 

 

Fig. 5.31  Seat back and Seat frame. 
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5.5 まとめ 

 

鉄道車両が大型自動車等と衝突した場合，客室内では衝撃減速度によって乗

Fig. 5.32  FE analysis result of stress contour (2A condition). 

Fig. 5.33  FE analysis results of force applied to dummy’s leg (2A condition, Right dummy).  
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客が進行方向に投げ出され，内装品と 2 次衝突して負傷する可能性がある．多

くの客室内の状況のうち，回転リクライニングシートに着座した乗客が前席の

背面に衝突するケースを最も基本的な状況の 1 つとして検証対象とし，スレッ

ド試験による乗客の挙動や傷害値を検証するとともに，試験に相当する FEM

解析を実施し，以下の結論を得た． 

 

(1) 着座乗客が前席に衝突することによって重傷となる可能性が高いのは，大

腿部であり，2 人着座よりも 1 人着座の方が傷害値が高くなる．また，脛およ

び膝が衝突する箇所の強度や剛性の差により，膝下に著大なせん断力が発生す

る可能性がある．一方，胸部は直接シートに衝突することはないため，重傷と

なる可能性は低い． 

 

(2) 膝等との衝突により背ずりが前方へ傾斜する過程で頭部が背ずりに衝突す

るため，頭部は重傷となる可能性が低い．ただし，衝撃加速度が大きくなると

2 人着座の場合は，前席の前方への変形により，また 1 人着座の場合は，シー

ト上部の回転により乗客を受け止めることができず，いずれの場合も前方へ飛

び出す可能性がある．この場合，他の内装品に衝突して重傷となる可能性があ

る． 

 

(3) 自動車用に開発された FEM 剛体ダミーモデルを用いたスレッド試験に相

当する FEM 解析では，ダミー人形の挙動は概ね再現できるが，例えば脚を抱

え込むようなダミー人形の部位同士が相互に干渉する姿勢の場合，再現が困難

となる．解析における傷害値に関しては，大腿部傷害値は概ね試験結果を再現

できるが，頭部傷害値は試験結果と比較して低くなる傾向があり，最大誤差は

46%であった．ただし，限度値 1000 に対して全試験結果が 288 以下と低い数

値の中での比較のために，誤差率が大きく見積もられた可能性があり，頭部傷

害値が限度値に近くなる条件での試験結果との比較が必要である． 

 

(4) 乗客の安全性向上のための対策としては，大腿部傷害値や膝下のせん断力

を下げるために，脛および膝が衝突する箇所の強度や剛性を同程度に揃えつつ

全体的に下げること，乗客を確実に受け止めるためシートの回転を確実に抑止

し，全体（特に脚台）の変形量を抑えることが考えられる．その際，シートの

回転や全体の変形量を抑えることによって頭部傷害値の上昇が想定されるため，

必要に応じて頭部衝突箇所の強度や剛性を下げるなどによって，上昇量を最小

限となるよう注意が必要である． 
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第 6 章 乗客の傷害度との相関に基づく鉄道車両の

衝突安全性評価法 

6.1 はじめに 

 

鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に，乗客や乗務員の被害を軽減す

る車体構造は重要である．しかしながら，我が国において，鉄道車両の車体構

造の設計基準は衝突事故を想定しておらず，衝突条件や車両の衝突安全性を評

価するための指標が明示されていない（宇治田，2010）．一方，欧州や米国で

は，車両の衝突安全性に関する設計基準があるが，それぞれの国の鉄道システ

ムや過去の事故事例などに基づいて設定されているため，それらの内容は異な

る．例えば，車内の安全性を評価する際に，欧州では平均減速度（CEN，2010）

を指標としているのに対し，米国では最大減速度および座席に座った乗客が前

席のシートバックに衝突する速度（FRA，2011）を指標とし，それぞれの指標

に限度値を設定している． 

我が国における車両の衝突安全性に関する設計基準を検討する際には，これ

らの実績のある海外の基準を参考とすることは効率的であると考えられるが，

我が国の事情を考慮することも必要である．我が国固有の事情として，新幹線

と在来線があり，新幹線については，乗客が負傷に至る衝突事故は皆無である．

在来線についても，優れた信号や保安設備により，列車同士の衝突事故は希で

あり，これら設備の全国規模での導入や改良などが進めば，さらに事故を減ら

すことが可能となる．一方，踏切での自動車との衝突事故については，高速走

行時の直前での横断などの場合，減速する時間がなく，未然に防ぐことが困難

な状況が考えられ，検討すべき優先度の高い事故状況である． 

踏切事故を対象とした，車両の衝突安全性に関しては，欧米において多くの

報告があり（Roure et al., 2001）（Llana, 2009）（Ling et al., 2016），我が国に

おいても，実際に発生したある踏切事故について，FEM 解析による踏切事故の

再現解析が実施されている（沖野他，2012）（田口他，2015）．また，本研究の

第 2 章および第 4 章において，我が国で過去に発生した主要な踏切事故の統計

的調査を実施し，衝突速度と衝突対象物を整理するとともに，統計結果を基に，

列車とダンプカーによる踏切衝突事故を模擬した FEM 解析において，相互の

衝突位置，衝突角度および衝突速度などの衝突条件を変化させて，列車とダン
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プカーの最大接触荷重，列車の最大変形エネルギー量，列車運転台の最大変形

量，客室内の平均減速度（欧州基準準拠），最大減速度および乗客の前席への衝

突速度（米国基準準拠）を定量的に評価し，これらの相関について検証した．

しかしながら，客室内の安全性を評価する際に，欧州または米国の指標のいず

れが，より妥当な評価指標であるかを評価した研究は皆無に等しい． 

一方，客室内の安全性を評価する方法として，スレッド試験があり，第 6 章

において，回転リクライニングシートに着座した乗客が前席の背面に衝突する

ケースを検証対象とし，スレッド試験による人体ダミー人形の挙動や傷害値を

検証するとともに，試験を再現できる FEM 解析手法を構築した．本解析モデ

ルを用いれば，客室の衝撃減速度を入力した際の人体ダミー人形の各部傷害値

を定量的に評価可能である．このような人体ダミー人形と客室のシートの衝突

による各部傷害値の解析的検討について多くの報告があるが（Tyrell et al., 

1998）（Fidanza et al., 2008）（田口他，2014），実際の踏切事故を想定した条

件で客室内の安全性を欧米の指標で評価し，乗客を模擬したダミー人形の傷害

値を判断基準としてこれらの評価結果の妥当性を検証した研究はなく，これら

の検証結果は，我が国における車両の衝突安全性に関する設計基準の設定に資

する重要な知見になると考えられる． 

そこで，本章では，我が国で過去に発生した主要な踏切事故の統計的調査結

果を基に，衝突速度や衝突対象物および相互の相対位置の各条件を変化させて，

踏切衝突事故を模擬した FEM 解析を実施し，各条件での客室の衝撃減速度波

形を算出する．これらの減速度波形から，欧州基準の平均減速度と米国基準の

最大減速度および着座乗客の前席への衝突速度の 3つの衝突安全性評価指標と

その限度値で客室内の安全性を評価するとともに，同じ減速度波形を入力とし

た乗客傷害度解析により，人体ダミー人形の傷害値を算出し，これらの相関に

ついて検証する．ダミー人形の傷害値を判断基準として，3 つの衝突安全性評

価手法で最も有効な手法を明示するとともに，ダミー人形の傷害値と相関関係

がより強い評価指標を検討し，我が国での衝突安全性に関する評価指標とその

限度値を提示する． 
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6.2 踏切衝突事故解析と乗客傷害度評価 

 

本章では，第 4 章で用いた図 4.1 に示す踏切事故解析モデルを用いて，様々

な事故条件下で列車とダンプカーが衝突した際の客室の衝撃減速度波形を出力

する．また，図 6.1 に本章で用いた乗客傷害度解析モデルを示す．第 5 章にお

けるスレッド試験相当の FEM 解析において，1 人着座および 2 人着座につい

て，頭部傷害値，胸部傷害値および大腿部傷害値を評価対象とした結果，重傷

となる可能性が最も高くなったのは 1 人着座条件での大腿部傷害値（大腿部荷

重）であった．そのため，図 6.1 に示すように，1 人着座条件での大腿部傷害

値を評価対象とした．なお，1 人着座条件での大腿部傷害値は，スレッド試験

結果と比較検証し，傷害評価するのに十分な精度が得られていることが第 5 章

で確認されている． 

踏切事故解析において，各衝突条件での列車客室中央部の衝撃減速度波形を

計算し，これら衝撃減速度波形から以下の 3 つの評価指標①～③とダミーモデ

ルの傷害値④を求めた．なお，衝突時刻から 300ms 程度までの挙動をサンプリ

ング時間 0.1ms で検証した． 

① 欧州基準に準拠した平均減速度 

② 米国基準に準拠した最大減速度 

③ 米国基準に準拠した乗客の前席への衝突速度（Secondary Impact Velocity，

以後，SIV） 

④ 人体ダミーモデルの大腿部荷重の最大値（以後，ダミー傷害値） 

なお，上記①，②，③は，それぞれ 4.2 節における④，⑤，⑥に相当し，各

評価指標の算出方法は同様とした． 

 
Fig. 6.1  Dummy model and seat model. 
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6.3 様々な踏切事故条件下での客室内の安全性評価 

6.3.1 ダンプカーとの水平方向衝突位置を変化させた場合 

 

図 4.3 のように列車とダンプカーのそれぞれの進行方向を垂直に配置し，

4.3.1 節と同様に，列車の中心線を，衝突するダンプカーに対して水平方向に変

化させた 5 条件（Case1-1：ダンプカーの積荷の中央，Case1-2：ダンプカー全

体（積荷を含む）の重心，Case1-3：ダンプカーのキャビンの重心，Case1-4：

ダンプカーの積荷の最後尾，Case1-5：積荷の最後尾から 750mm 後方へずれ

た位置）を設定した．なお，Case1-4は列車車体幅半分のオフセット条件，Case1-

5 は 1/4 のオフセット条件を想定したものである．この 5 条件に対して，列車

衝突速度を 11.1m/s（40km/h），15m/s（54km/h），22.2m/s（80km/h）とした

合計 15 条件で衝突解析を実施した． 

衝突解析の例として，Case1-1 について，列車客室中央位置の列車進行方向

速度，衝撃減速度－時間関係を図 6.2 に，人体ダミーモデルの左大腿部荷重－

時間関係を図 6.3 に示す．なお，衝撃減速度は米国基準に基づき 50Hz のロー

パスフィルタ処理を，大腿部荷重は自動車の規格と同様に CFC600 フィルタ処

理を実施した．図 6.2 および図 6.3 より，平均減速度は 3.8G，最大減速度は

7.0G，SIV は 6.2m/s，大腿部荷重の最大値（絶対値）は 4.3kN であった． 

 

 

 

Fig. 6.2  Time histories of vehicle velocity and deceleration (Case1-1). 

Velocity 

Deceleration 
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設定した 15 の衝突条件における，客室内の安全性を評価する 3 つの評価指

標（平均減速度，最大減速度および SIV）とダミー傷害値の解析結果をそれぞ

れの限度値（平均減速度：7.5G，最大減速度：8G，SIV：11.176m/s およびダ

ミー傷害値 10kN）で正規化した結果を図 6.4 に示す．なお，図 6.4(a)におい

て，Case1-5 のダミー傷害値の結果がないのは，列車衝突時刻から 300ms まで

にダミーモデルがシートに衝突しなかったためである． 

図 6.4 より，まず，ダミー傷害値に着目すると，Case1-1 と 1-2 に対し，Case1-

3～1-5 は衝突速度によらず概ね半分程度となり，列車が積荷に全面で衝突する

か否かが，乗客の被害度に大きな影響を及ぼすことが示された．また，3 つの

評価指標とダミー傷害値を比較すると，最大減速度による客室内の安全性評価

結果は，すべての条件においてダミー傷害値による結果より大きくなったが，

平均減速度と SIV による評価結果は，衝突速度 22.2m/s での Case1-1 と 1-2 に

おいて，SIV の結果が比較的大きくなった以外は，ダミー傷害値による結果と

概ね一致した． 

Fig. 6.3  Time history of dummy’s left femur load (Case1-1). 
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Fig. 6.4  FEM results of evaluation values of passenger area (Case1-1 ~ Case1-5). 

(a) Impact velocity:11.1m/s (40km/h) 

(b) Impact velocity:15m/s (54km/h) 

(c) Impact velocity:22.2m/s (80km/h) 
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6.3.2 ダンプカーとの衝突角度を変化させた場合 

 

4.3.2 節の列車衝突解析と同様に，Case1-1 において，積荷中央位置を回転軸

として，ダンプカーの運転台を列車に近づける方向への回転を正方向と定義し，

±5°および±10°回転させた 4 条件（Case2-1：+5°，Case2-2：-5°，Case2-

3：+10°，Case2-4：-10°）を設定した（図 4.10 参照）．この 4 条件に対して，

列車衝突速度を 11.1m/s，15m/s，22.2m/s とした合計 12 条件で衝突解析を実

施した． 

図 6.5 に客室内の安全性を評価する 4 項目の解析結果をそれぞれの限度値で

正規化した結果を示す．まず，ダミー傷害値に着目すると，衝突速度 22.2m/s

において，Case2-1 が 1-1 に対して 1.2 倍ほどの値となった以外は，ほとんど

衝突角度による影響は認められなかった． 

また，3 つの評価指標とダミー傷害値を比較すると，平均減速度と SIV によ

る客室内の安全性評価結果は，衝突速度 22.2m/s での SIV による評価が比較的

大きくなった以外は，ダミー傷害値による結果と概ね一致した．一方，最大減

速度による評価結果は，すべての条件において大きな値となり，6.3.1 節と同様

な傾向となった． 
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Fig. 6.5  FEM results of evaluation values of passenger area (Case1-1, Case2-1 ~ Case2-4). 

(a) Impact velocity:11.1m/s (40km/h) 

(b) Impact velocity:15m/s (54km/h) 

(c) Impact velocity:22.2m/s (80km/h) 
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6.3.3 ダンプカーとの衝突速度を変化させた場合 

 

4.3.3 節の列車衝突解析と同様に，Case1-1 において，衝突速度を 5.56～

33.33m/s（20～120km/h）に変化させて衝突解析を実施した．図 6.6 に客室内

の安全性を評価する 4項目の解析結果をそれぞれの限度値で正規化した結果を

示す． 

まず，ダミー傷害値に着目すると，衝突速度にほぼ比例して上昇することが

分かる．また，3 つの評価指標とダミー傷害値を比較すると，13m/s 程度まで

は SIV による客室内の安全性評価結果がダミー傷害値による結果と最も近い

値となり，それ以上の衝突速度では平均減速度による評価結果が最も近い値と

なった．一方，最大減速度による評価結果は，すべての条件において大きな値

となり，前節までと同様な傾向となった． 

 

 

Fig. 6.6  FEM results of evaluation values of passenger area (Effect of Impact velocity). 
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6.3.4 ダンプカーの積荷質量を変化させた場合 

 

4.3.4 節の列車衝突解析と同様に，Case1-1（積荷質量 11,000kg）を基準とし

て，積荷質量を 0～13,750kg（25％の過積載を想定）に変化させて解析を実施

した．列車衝突速度は 11.1m/s，15m/s および 22.2m/s の 3 条件とした．図 6.7

に客室内の安全性を評価する 4項目の解析結果をそれぞれの限度値で正規化し

た結果を示す． 

まず，ダミー傷害値に着目すると，衝突速度 11.1m/s と 15m/s では，積荷質

量にほぼ比例しており，ダンプカーの最大積載量である 11,000kg 時は積荷な

し時と比較して 1.3 倍程度となった．一方 22.2m/s では，積荷なしから積荷質

量 2,750kg 時に 1.4 倍程度急上昇した後は，ほとんど積荷質量の影響がなかっ

た．また，3 つの評価指標とダミー傷害値を比較すると，衝突速度 11.1m/s で

は SIV による評価結果がダミー傷害値による結果と概ね一致したが，15m/s お

よび 22.2m/s では，積荷質量が軽い場合は SIV，重くなると平均減速度による

評価結果がダミー傷害値による結果と最も近い値となった．一方，最大減速度

による評価結果は，すべての条件において大きな値となり，前節までと同様な

傾向となった． 
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Fig. 6.7  FEM results of evaluation values of passenger area (Effect of Load weight). 

(a) Impact velocity:11.1m/s (40km/h) 

(b) Impact velocity:15m/s (54km/h) 

(c) Impact velocity:22.2m/s (80km/h) 
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6.3.5 ダンプカーとの上下方向衝突位置を変化させた場合 

 

4.3.5 節の列車衝突解析と同様に，Case1-1 を基準として列車とダンプカーの

上下方向位置を変化させた 3 条件（Case3-1：Case1-1 のダンプカーを 177mm

下げ，Case3-2：Case1-1 のダンプカーを 354mm 下げ，Case3-3：Case1-1 の

ダンプカーを 512mm 下げ）を設定した（図 4.14 参照）．なお，Case3-2 は列

車の床構体とダンプカーの荷台主枠の中央高さ位置を揃えた条件（床構体と荷

台主枠の衝突），Case3-3 は列車の床構体下面とダンプカーの積荷下面の高さ

位置を揃えた条件（床構体と積荷の衝突），Case3-1 は Case1-1 と Case3-2 の

中間高さの条件である．この 3条件に対して，列車衝突速度を 11.1m/s，15m/s，

22.2m/s とした合計 9 条件で衝突解析を実施した． 

図 6.8 に客室内の安全性を評価する 4 項目の解析結果をそれぞれの限度値で

正規化した結果を示す．まず，ダミー傷害値に着目すると，衝突速度 11.1m/s

では，ほとんど上下オフセット量の影響がなかったが，衝突速度が上昇すると，

比較的強度の高い構造同士が衝突する Case3-2 と 3-3 が Case1-1 に対して 1.3

倍以上大きくなった． 

また，3 つの評価指標とダミー傷害値を比較すると，平均減速度と SIV によ

る客室内の安全性評価結果は，衝突速度 22.2m/s での Case1-1 と 3-1 におい

て，SIV による評価が比較的大きくなった以外は，ダミー傷害値による結果と

概ね一致した．一方，最大減速度による評価結果は，すべての条件において大

きな値となり，前節までと同様な傾向となった． 
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(a) Impact velocity:11.1m/s (40km/h) 

(b) Impact velocity:15m/s (54km/h) 

(c) Impact velocity:22.2m/s (80km/h) 

Fig. 6.8  FEM results of evaluation values of passenger area (Case1-1, Case3-1 ~ Case3-3). 
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6.4 欧米の衝突安全性評価指標の比較検討 

 

客室内の衝突安全性を評価する方法として，欧州では客室の平均減速度を指

標としているのに対し，米国では客室の最大減速度および座席に座った乗客が

前席のシートバックに衝突する速度（SIV）を指標としている．前節までに，想

定される様々な踏切事故条件で実施したすべての衝突条件において，平均減速

度と SIV による客室内の安全性評価結果はダミー傷害値による評価結果と比

較的良い一致を示したが，最大減速度による評価結果は，すべての条件におい

てダミー傷害値による結果より大きな値となった．これを定量的に評価するた

めに，式（6.1）に示す 3 つの評価指標による評価結果のダミー傷害値による評

価結果に対する割合（Passenger Injury Correlation Degree，PICD）を前節ま

でに実施したすべての条件（58 条件）で計算し，平均値と標準偏差を求めた結

果を図 6.9 に示す． 

 

 PICD =  
各評価指標値／各評価指標の限度値

ダミー傷害値／ダミー傷害値の限度値
 

 

 

Fig. 6.9  Comparison of safety evaluation indexes of passenger area. 
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図 6.9 より，平均減速度と SIV による安全性評価結果は，ダミー傷害値によ

る評価結果と比較して，どちらも平均で 1.2 倍程度大きくなった．この結果か

ら，ダミー傷害値による評価結果を基準とすると，平均減速度および SIV によ

る安全性評価方法は，安全率が 1.2 程度となり，適切な値であると考えられる．

また，両者を比較すると，標準偏差が小さく，「平均値－標準偏差」が 1.0 を下

回らないことから，SIV による評価の方がより有効であると考えられる．一方，

最大減速度による安全性評価結果は，ダミー傷害値による評価結果と比較して，

平均で 2 倍程度となっており，安全率は高いがやや厳し過ぎ，また標準偏差も

大きくばらつきの多い評価方法であると判断できる． 

以上から，本研究で検討した衝突条件の範囲で，人体ダミー人形の傷害度評

価結果を判断基準とした場合，客室内の衝突安全性を評価する際には，SIV に

よる安全性評価が最適であると考えられる． 

 

 

 

6.5 衝突安全性評価指標の検討 

 

6.4 節では，我が国で想定される様々な踏切事故条件のもと，乗客を模擬し

たダミーモデルの傷害値による評価結果を判断基準として，欧米で採用されて

いる衝突安全性評価指標および限度値での評価結果を比較検討し，SIV による

評価が最適であることを示した．4.2 節で示したとおり，SIV は，本来は乗客

の前席への衝突速度であるが，本研究では，それを列車衝突によって車体が減

速した速度と等価と考え，車体の減速度波形を積分して算出した減速度の積分

値であった．ただ，本研究で採用した積分時間は，便宜上，欧州基準である平

均減速度と同様とした（列車とダンプカーの接触荷重が 0 を越えた時刻から最

大荷重の 10%に低下した時刻まで）ものであり，これについては，さらなる検

討の必要があると考えられる．そこで，以下に示す 3つの積分時間を検討した．

なお，いずれも列車とダンプカーの接触開始時刻を初期時刻とした． 

 

TP_1：列車とダンプカーの接触荷重が最大荷重の 10%に低下した時刻（tEN）

まで 

TP_2：ダミーモデルが前席に衝突して，大腿部荷重が最大となった時刻（timp）

まで 

TP_3：車体の減速度の 2 回積分値が 440mm となる時刻（t440）まで 
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TP_1 は既出の欧州基準と同様である．TP_2 は，時刻 timpまでの車体減速度

の履歴によって，ダミーモデルとシートが衝突した結果，ダミーモデルの大腿

部荷重が最大となったと考えたものであり，最もダミー傷害値と相関が高くな

ることが想定される．しかしながら，timp を求めるためには，列車と障害物と

の衝突解析だけでなく，乗客傷害度解析が必要となるため，衝突安全性評価指

標とはなり難い．TP_3 は，乗客は列車が衝突した後も等速運動を行うと仮定

し，乗客の床面に対する移動量と車体の減速度の 2 回積分値とがほぼ等価であ

ると考え，その移動量が図 6.1 の乗客傷害度解析モデルにおいて，ダミーモデ

ルが座っているクッションの先端から前席のシートバック後面までの距離

440mm と一致する時刻 t440，すなわちダミーモデルが前席に衝突した時刻を推

定するものである． 

6.3 節で実施したすべての踏切衝突事故条件（58 条件）に，6.3.1，6.3.2，

6.3.4 および 6.3.5 節で実施した衝突解析に列車衝突速度 27.8m/s（100km/h）

での衝突条件（16 条件）を加え，さらに，各衝突条件において列車客室中央部

だけでなく，客室の前方および後方の 3 カ所を評価対象として，減速度波形を

計算した．減速度波形の総数は 222 である．6.4 節では，限度値を含めた既存

の欧米の評価法を比較対象としたが，ここでは，ダミー傷害値と最も相関が高

い評価指標を検討するために，222 の減速度波形から求めた各評価指標とダミ

ー傷害値との関係を図示した．ダミー傷害値（大腿部荷重の最大値）を縦軸に

とり，TP_1，TP_2 および TP_3 での車体の減速度の積分値を横軸に取って，

それぞれ，図 6.10(a)，図 6.10(b)および図 6.10(c)に示す．また，参考のため，

TP_1 での平均減速度（欧州基準）とダミー傷害値との関係を図 6.11(a)に，最

大減速度（米国基準）とダミー傷害値との関係を図 6.11(b)に示す．さらに，各

図中には，線形近似および指数近似曲線と決定係数も示した． 

図 6.10(a)より，TP_1 での減速度の積分値は，線形近似の決定係数の方が大

きく0.90となり，ダミー傷害値と良い相関が認められた．これに対し，図 6.10(b)

より，TP_2 での減速度の積分値はダミー傷害値と非常に強い相関が認められ，

指数近似の決定係数の方が線形近似よりも大きくなり，0.96 となった．一方，

図 6.10(c)より，TP_3 での減速度の積分値は，TP_2 での結果と同様に指数近

似の決定係数の方が大きくなり，0.93 となった．この結果，積分時間が TP_2，

TP_3，TP_1の順でダミー傷害値と相関が高い結果となったが，前述のように，

時刻 timpまでの減速度の積分値の算出には，列車と障害物との衝突解析だけで

なく，乗客傷害度解析も必要であるため，この事を考慮すると，TP_3 による評

価が妥当な選択と思われる． 

次に，図 6.10(a)および図 6.11(a)より，TP_1 での減速度の積分値と平均減速

度の結果を比較すると，それぞれの決定係数は 0.9 および 0.82 となり，減速度
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の積分値の方がダミー傷害値との相関がより良好であることが示された．さら

に，図 6.11(b)より，最大減速度での決定係数は 0.66 程度と，ある程度の相関

は認められるが，減速度の積分値や平均減速度には及ばないことが明確となっ

た． 

 

 

(a) Integral of deceleration ( TP_1 ) (b) Integral of deceleration ( TP_2 ) 

(c) Integral of deceleration ( TP_3 ) 

Fig. 6.10  Comparison of correlation between dummy’s femur load and integral of deceleration 

when integral time is varied.  
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減速度の積分値とダミー傷害値との関係について，積分時間による影響を検

討するために，図 6.10(a)～(c)で求めた決定係数が大きかった方の近似曲線を

まとめて図 6.12 に示す．これら 3 つの評価値は，縦軸で示したダミー傷害値が

4kN 程度までは概ね一致しているが，4kN を超える条件，例えば 6kN になる

と，TP_1 での減速度の積分値は 8.5m/s 程度になり，TP_2 と比較して 2m/s程

(a) Mean deceleration ( TP_1 ) 

(b) Maximum deceleration 

Fig. 6.11  Comparison of correlation between dummy’s femur load and safety evaluation 

indexes (in Europe and the U.S.).  
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度大きくなっている．すなわち，ダミー傷害値が 4kN を超えて大きくなると，

積分時間 timpと tENの乖離が大きくなり，それにより，減速度の積分値に大き

な乖離が生じたものと考えられる． 

timpと t440の差については，t440はダミーモデルが座っているクッションの先

端から前席のシートバック後面までの距離 440mm から設定した時刻であるが，

実際には膝の位置がクッションの前方にあることや，クッションとダミーモデ

ルの摩擦の影響などによって，大腿部荷重が最大となるまでの実際の移動距離

は異なると考えられる．図 6.12 より，TP_2 と TP_3 の曲線の乖離が比較的大

きくなるのは，大腿部荷重が大きい領域であり，図 6.10(c)より，今回検討した

条件での大腿部荷重の最大値は 10kN程度であることから，大腿部荷重が 10kN

程度となった時の条件：Case1-1 の衝突速度 33.3m/s（120km/h）において，

大腿部荷重が最大となるまでのダミーモデルの膝の移動量を確認したところ，

360mm 程度であった．そこで，車体の減速度の 2 回積分値が 360mm となる

t360までを積分時間（TP_4）とした場合の車体の減速度の積分値とダミー傷害

値（大腿部荷重の最大値）との関係を図 6.13 に示す． 

図 6.10(c)と図 6.13 を比較すると，積分時間を t360までとした方が，特にダ

ミー傷害値の高い領域でのばらつきが抑制され，決定係数が 0.93 から 0.95 に

上昇し，図 6.12 に併せて示したように，積分時間を timpまでとした TP_2 とほ

ぼ同等の曲線が得られることが分かった．すなわち，車体の減速度の 2 回積分

値としては，クッション先端から前席のシートバック後面までのシート間距離

から 80mm 程度減算した値が良い結果となった． 
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Fig. 6.12  Comparison of fitted curves between femur load and integral of deceleration 

by difference of integration time. 

TP_4 TP_3 

TP_1 

TP_2 

Fig. 6.13  Correlation between femur load and integral of deceleration (TP_4). 
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これまでの結果から，我が国での衝突安全性に関する評価指標およびその限

度値を以下のように提案する． 

 

 最適な車両の衝突安全性評価法（決定係数 0.95） 

評価指標：減速度の積分値（評価時間は t360まで），限度値 7m/s 程度 

 

 減速度の積分値（評価時間は t360まで）は，決定係数が 0.90～0.95（図

6.13 参照）と，今回検討した条件の中でダミー傷害値と最も強い相関があ

ることが選定理由となる．また，評価に必要な波形が車体の減速度波形の

みで，欧州基準に必要な列車と障害物との接触荷重波形が不要であること

や，列車のシート間距離に応じて評価時間を変更できる（車体の減速度の 2

回積分値＝（シート間距離－80））ことが利点として挙げられる．また，限

度値については，ばらつきを考慮すると 7m/s 程度が推奨される． 

 

 

 一方，米国基準の評価指標である最大減速度の決定係数は 0.66 程度であり，

ダミー傷害値との相関が比較的低いが，欧州基準の平均減速度（評価時間は tEN

まで）は 0.82 程度であり，比較的良好な相関があった．また，欧州基準は欧州

だけでなく，アジアなど多くの国で採用されており，将来的には ISO 化など世

界共通化の可能性が考えられ，無視できない事情がある．これらを考慮すると，

以下の評価指標およびその限度値も，我が国の基準として推奨される． 

 

 欧州基準を考慮した車両の衝突安全性評価法①（決定係数 0.82） 

評価指標：平均減速度（評価時間は tENまで），限度値 6G 程度 

 

 欧州基準を考慮した車両の衝突安全性評価法②（決定係数 0.90） 

評価指標：減速度の積分値（評価時間は tENまで），限度値 11m/s 程度 

  

欧州基準である平均減速度（評価時間は tENまで）は，多くの国で採用実

績があり，決定係数が 0.81～0.82（図 6.11(a)参照）とダミー傷害値との相

関も比較的良好であることが選定理由となる．しかしながら，欧州基準の

限度値 7.5G のままでは図 6.11(a)の指数近似曲線に代入すると大腿部荷重

が 10kN となり，ばらつきを考慮して安全側の評価とするためには，限度

値を 6G 程度まで下げる必要があると考えられる． 

減速度の積分値（評価時間は tENまで）については，評価時間は欧州基準

と同じであるが，評価指標を最終的に評価時間で除さずに減速度の積分値
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としたもので，決定係数が 0.87～0.90（図 6.10(a)参照）とダミー傷害値と

の相関が，平均減速度よりも良好であること，また，限度値が米国基準

（11.176m/s）と同等であることが選定理由となる． 

なお，これらの衝突安全性評価法を採用した場合，前述の最適な評価法

と比較して，ダミー傷害値との相関が低くなることから，安全率をより高

く設定する必要があるため，車両設計のコスト増が想定される． 

 

 

以上のように 3 つの車両の衝突安全性評価法を挙げたが，最適な評価法によ

る効率的な運用を重視するか，世界共通化の汎用性を重視するか，今後，我が

国における衝突安全性評価指標とその限度値を決定する場合には，関係省庁を

初め，鉄道事業者や車両製造会社など，多くの関係者による様々な視点からの

議論が必要である． 
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6.6 まとめ 

 

我が国で過去に発生した主要な踏切事故の統計的調査結果を基に，衝突速度

や衝突対象物および相互の相対位置の各条件を変化させて，踏切衝突事故を模

擬した FEM 解析で得られた客室の衝撃減速度波形について，欧州基準の平均

減速度と米国基準の最大減速度および着座乗客の前席への衝突速度（SIV）の

3 つの衝突安全性評価指標とその限度値で客室内の安全性を評価するとともに，

人体ダミー人形の傷害値を乗客傷害度解析により算出した．3 つの評価指標に

よる評価結果をダミー傷害値による評価結果と比較検証したところ，平均減速

度と，SIV による安全性評価方法は，ダミー傷害値による評価結果を基準とす

ると，安全率が 1.2 程度となり，適切な値であり，ばらつきがより少ない SIV

による評価が最適であった．一方，最大減速度による安全性評価結果は，ダミ

ー傷害値による評価結果と比較して 2 倍程度となっており，安全率が非常に高

く，ばらつきの多い評価指標であった． 

既存の評価指標とその限度値については SIV による評価が最も有効であっ

たが，ダミー傷害値とより相関が高い評価指標を検討するために，ダミー傷害

値と各評価指標の関係を図示して決定係数を算出した．その結果，車体の減速

度の 2 回積分値が 360mm となる時刻までを積分時間（TP_4）とした場合の車

体の減速度の積分値の決定係数が 0.90～0.95 と最も大きく，ダミー傷害値との

相関が最も良くなったことから，我が国での衝突安全性に関する評価指標とし

て最適であり，ばらつきを考慮すると限度値は 7m/s 程度が推奨される． 

しかしながら，将来の衝突安全性評価基準の ISO 化など，世界共通化を念頭

におくと，欧州基準と同等の評価時間（TP_1）での平均減速度や減速度の積分

値は，決定係数が 0.81～0.90 と比較的相関が高いことから，これらも評価指標

の候補となりうることを示した． 
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第 7 章 結 論 

 

鉄道の安全対策として，万一の衝突事故時に，乗客や乗務員の被害を軽減す

る車体構造は重要であり，車両の衝突安全性に関する設計基準がない我が国に

おいては，早急に設計基準策定に向けた検討を始めることが必要である．衝突

事故時においては，まず，列車が自動車などの障害物と衝突し，車体に衝撃減

速度が発生する．この時，乗客が慣性力により進行方向に投げ出され，内装品

と衝突して負傷する．それ故，乗客の負傷と車体に発生した衝撃減速度との相

関が極めて重要と考えられることから，車両の衝突安全性を評価する指標とし

て，車体の衝撃減速度を採用することは妥当な選択であり，実際に欧米の規格

に採用されている．しかしながら，欧州では衝撃減速度の平均値を指標として

いるのに対し，米国では衝撃減速度の最大値と乗客の前席への衝突速度

（Secondary Impact Velocity，SIV）を指標としていて，衝撃減速度波形の処

理方法は統一されていない．車体の衝撃減速度と乗客の傷害度に相関があると

すれば，乗客の傷害値を判断基準として欧米の評価結果の妥当性を検証するこ

とが可能になり，さらには，欧米の指標よりも，乗客の被害度とより相関が高

い評価指標を見いだせる可能性も考えられる． 

これらの事柄を踏まえ，第 1 章では，鉄道車両の衝突安全性評価に関わる背

景や，これまでになされてきた研究をまとめた．第 2 章では，我が国の踏切衝

突事故の実状を把握することを目的として，1987～2016 年の 30 年間に発生し

た踏切事故を対象とし，列車乗員の負傷者数が 5 名以上または列車乗員の死者

が 1 人以上の事故（主要な踏切事故）などについて整理した．その結果，推定

衝突速度は，高い速度領域に集中することなく 57km/h を平均として広く分布

し，衝突対象の 70％が貨物自動車であった．衝突速度と死傷者数には明瞭な相

関関係が認められず，衝突速度や衝突対象物以外にも，衝突時の列車と対象物

の相対位置関係などが，列車乗員の被害度に影響すると想定された． 

第 3章では，列車衝突解析の精度を検証および向上させることを目的として，

ステンレス鋼製先頭車両の実物大部分車体構造を用いて，衝突速度 54km/h で

剛体壁に衝突させる衝突試験を実施した．主要構造部材である中はり，側はり

および側はり補強の破断や，各所にスポット溶接やアーク溶接の破断が認めら

れ，車体の衝撃変形破壊挙動および衝撃荷重‐変形量特性などの基礎的なデー

タを取得した．次に，衝突試験を模擬した FEM 解析を実施し，試験結果と解

析結果を比較検証することで，車体の詳細な衝撃変形挙動を把握するとともに，
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FEM 解析は概ね試験結果を再現できることを確認した．一方，試験結果と解析

結果の乖離が認められたが，FEM 解析では部材の腐食を考慮しなかったこと

が要因であると推定された．そのため，評価対象が新製車体の場合は，さらに

良好な精度になると想定され，車体設計時において，本 FEM 解析は十分な精

度で車体の衝突安全性を評価できると考えられた． 

第 4 章では，踏切事故において，列車乗務員および乗客の被害度に影響を及

ぼす因子を把握することを目的として，第 2 章で実施した，統計的な調査結果

を基に，列車とダンプカーとの様々な衝突条件を設定し，衝突速度や衝突対象

物および相互の相対位置などの各条件を変化させて，踏切事故を模擬した FEM

解析を実施した．解析には，第 3 章で精度良く再現することを確認した解析モ

デルと同じ手法で構築した 1 車体モデルを用いた．各衝突条件での衝撃荷重，

衝撃エネルギー，乗務員室の安全性（車体の変形量），客室の安全性（欧州の評

価指標である平均減速度と米国の評価指標である最大減速度および SIV）を評

価し，これらの相関関係や各衝突条件による影響を検討した．その結果，最大

減速度は最大荷重とほぼすべての条件で相関関係が認められ，平均減速度は最

大荷重とやや相関関係が認められた．一方，車体の最大変形量はほとんど相関

関係が認められず，SIV は衝突条件により異なる傾向となった．また，乗客の

被害度に影響を及ぼす踏切衝突事故の因子として，ダンプカーとの水平方向衝

突位置と衝突速度による影響が比較的大きくなり，SIV による評価では，さら

に積荷質量も大きな影響因子であることが明らかになった．これに対し，衝突

角度や上下方向衝突位置は，比較的小さい影響であった．乗務員の被害度につ

いては，衝撃箇所に近いため，すべての因子に影響を受ける結果となった． 

第 5 章では，衝突事故時の乗客およびシートの挙動，乗客が衝突する箇所と

衝突による傷害値を把握することを目的として，回転リクライニングシートに

着座した乗客が前席の背面に衝突する条件でスレッド試験を実施した．この結

果，重傷となる可能性が高いのは大腿部であり，また，2 人着座よりも 1 人着

座の方が傷害値が高くなり，膝下に大きなせん断力が発生する可能性があるこ

となどが明らかになった．さらに，スレッド試験に相当する FEM 解析を実施

して試験結果と比較検討した結果，ダミー人形の挙動や大腿部傷害値は概ね試

験結果を再現できるが，例えば脚を抱え込むようなダミー人形の部位同士が相

互に干渉する姿勢の場合は再現が困難となることや，頭部傷害値は試験結果と

比較して低くなる傾向があることなどが分かった．また，乗客の安全性向上の

ための対策としては，大腿部傷害値や膝下のせん断力を下げるために，脛およ

び膝が衝突する箇所の強度や剛性を同程度に揃えつつ全体的に下げる一方で，

乗客を確実に受け止めるためシートの回転を抑止し，全体（特に脚台）の変形

量を抑えたうえで，頭部傷害値の上昇を最小限に留めることを示した． 
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第 6 章では，第 4 章で実施した様々な踏切衝突事故条件での FEM 解析で得

られた車体の衝撃減速度波形について，欧州基準の平均減速度と米国基準の最

大減速度および SIV の 3 つの衝突安全性評価指標とその限度値で客室内の安

全性を評価するとともに，同じ減速度波形を入力として，第 5 章で構築した乗

客傷害度解析により，人体ダミー人形の傷害値を算出して比較検証した．その

結果，平均減速度と SIV による安全性評価方法は，ダミー傷害値による評価結

果を基準とすると，安全率が 1.2 程度となり，適切な値であり，ばらつきがよ

り少ない SIV による評価が最適であることが明らかになった．一方，最大減速

度による安全性評価結果は，ダミー傷害値による評価結果と比較して 2 倍程度

となっており，安全率が非常に高く，ばらつきの多い評価指標であった． 

SIV は，本来は乗客の前席への衝突速度であるが，本研究では，それを列車

衝突によって車体が減速した速度と等価と考え，車体の減速度波形を積分して

算出した減速度の積分値であった．ただ，本研究で採用した積分時間は，便宜

上，欧州基準である平均減速度と同様とした（列車とダンプカーの接触荷重が

0 を越えた時刻から最大荷重の 10%に低下した時刻まで）ものであり，これに

ついては，さらなる検討の必要があると考えられた．それ故，ダミー傷害値と

最も相関が高い評価指標を検討した結果，車体の減速度の 2回積分値が 360mm

となる時刻までを積分時間（TP_4）とした場合の車体の減速度の積分値の決定

係数が 0.90～0.95 と最も大きく，ダミー傷害値との相関が最も良くなったこと

から，我が国での衝突安全性に関する評価指標として最適であり，ばらつきを

考慮すると限度値は 7m/s 程度が推奨された．しかしながら，将来の衝突安全

性評価基準の ISO 化など，世界共通化を念頭におくと，欧州基準と同等の評価

時間（TP_1）での平均減速度や減速度の積分値は，決定係数が 0.81～0.90 と

比較的相関が高いことから，これらも評価指標の候補となりうることを示した． 

本研究では，人間の傷害度を指標として，車両の衝突安全性評価方法を提示

したが，今後，我が国における衝突安全性評価指標とその限度値を決定する場

合には，関係省庁を初め，鉄道事業者や車両製造会社など，多くの関係者によ

る様々な視点からの議論が必要である．例えば，本研究で示した乗客の傷害評

価は，日本の自動車の保安基準を準用しているが，海外の自動車や鉄道業界で

は，異なる内容の基準が設定されており，参考とする基準についても議論する

必要がある．また，本研究では，回転リクライニングシートに着座した乗客が

前席に衝突する状況で検討したが，例えばロングシートに着座した乗客や立位

乗客など，他に多くの状況が考えられる．これらを検討する際には，本研究で

得られた成果が極めて重要な知見になると考えられる． 
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